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新型コロナウイルス感染症（Covid-19）は、

情報通信技術（ICT）の大学における活用を新た

な段階へ一気に推し進める役割を果たしている。

本学は静岡県藤枝市と磐田市にキャンパスを持

ち、経営学部、情報学部、スポーツ科学部（2021

年度開設予定）の３学部からなる地方の中堅私立

大学である。情報学部、経営学部の中の情報系に

は工学部、理学部、教育学部の理系出身の教員

（筆者も含めて）が合計で７名ほど勤務している。

本学のICT教育は20年ほど前の情報リテラシー教

育導入時に始まっている。両キャンパスへのパソ

コン教室設置、キャンパスごとの有線LANの設置、

キャンパス間を結ぶ専用線とルータの設置等、合

わせると本学の規模としては相当の設備投資であ

った。

大学のICT環境が次の段階に進み始めたのは

2011年度にIEEE802.11nが普及し始めた頃から

である。研究室では自分で有線LANにWi-Fiを接

続し、PCを無線接続してゼミを行うなどの教育

を行う先生が現れていた。大学では2014年度か

らキャンパス内の無線LAN化の検討を行い、

2015年度から順次着手して2017年度にはほぼ切

り替えを済ませた。この時に併せて学務系、業務

系のサーバーを外部データセンターに移設するな

どセキュリティ対策の強化、キャンパス間のテレ

ビ会議用機器の強化等を行ったので、ここでも大

学としては相当な投資をしたと思う。また、従来

から少しずつ整備していた教室など集中箇所の無

線能力強化、大型ディスプレイやマルチメディア

機器の導入範囲を広げ、2018年度には大多数の

教室からICTを使用した各種授業が行える環境が

できあがってきていた。

しかしながら問題は片付かなかった。ICTを活

用した授業改革のスピードがなかなか上がらない

のである。一部の先生はMoodleをベースに自身

の授業をスタイリッシュにカスタマイズし、学生

にも分かりやすく人気の高い授業を行っていた

が、ごく少数の先生に限られていた。本学は文系

学部から成る大学のため、ICTを使わない授業スタ

イルを確立しているので、わざわざそれを変革し

てまでICTを使うメリットが見えないという課題

があったと思う。全教員に「ICTを使って教育改

革を試みているか、実際にどの程度学生に使わせ

ているか」をアンケートで問うたところ（2019

年度）、「ICTを学生に使わせる授業を行う」と答

えた教員は３割に満たなかった。

これからの学生にとって情報処理能力は必須で

ある。そのためにはスマホだけでなくMy PCを持

ってほしい。そしてそれを授業中開いて、先生と

の授業中のインタラクティブな関係の中からいろ

いろな成長につなげてほしいと考えている。そう

いう意味で、理系の大学では当たり前であるMy

PCの必携、いわゆるBYODの実施を検討してきたが、

なかなか実現に至っていない。PCを使って授業

をする教員が少ないから、学生にMy PCを言って

も実際は使わないというクレームが多数出る恐れ

がある、というのがその大きな理由であった。

Covid-19により2020年度前期の授業実施が危

ないのではないかと本気で危機を感じたのは、３

月の中旬、本来なら卒業式を執り行う頃であった。

直ちに情報収集を始めたところ、中国福建省の連

携大学では、大学が閉鎖されているが授業はオン

ラインで普通どおりに進んでいるという情報が入

った。その時には私たちはオンライン授業のやり

方を全く知らず、どうやっているのかすぐに聞い

てくれと指示する始末であった。その頃に東京大

学がポータルサイトを立ち上げた。その情報に基

づき学内の情報系の教員で検討し、東京大学のや

り方は本学でも現状のインフラで十分に対応可能

であるという結論を得た。３月31日には全教職

員に対して「オンライン授業をするから準備する

よう」指示をした。

それから４か月、前期の授業が終わったところ

である。非常勤も含めて全教員がオンライン授業

を行った。全学生、全教員からのアンケート結果

を集計中である。新たな段階に一気に進む！…そ

う考える。

静岡産業大学
学長 鷲崎　早雄

Covid-19により

大学ICTは新たな段階へ



「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン」では、学修者本位の教育への転換を基軸に分野を越えた専門
知の組合せ、文理横断的なカリキュラム、学修の幅を広げる工夫が求められるとしています。その背景にはIoT

（Internet of Things）の普及やAI（人工知能）等の技術革新が進展普及し、様々な分野で産業構造、人々の働き方、
ライフスタイルが大きく変化しつつあり、新たな社会的価値や経済的価値を生み出すイノベーションが日常的に要請
されてくることを見据え、問題発見・解決型PBLの充実が急がれています。

これまでの大学教育は知識の伝達に比重が置かれてきましたが、これからは異なる分野の学生や社会人を交えて多
面的に知識を組み合わせ、談論風発を繰り返す中で知恵を創り出す学修者本位の学びの仕組みを加速していく必要が
あります。対面による物理的空間の学びに加え、時間・場所を越えたサイバー上の仮想空間とマッチングし、多様な

「知」との新結合を目指す新しい学びのスタイルが望まれます。
今、正にコロナ禍の中で遠隔授業の有効性と可能性を体験していますが、これを機に最良の仮想空間による学修環

境を整備して、学生が物事の本質を見極める意識を持って主体的に行動し、協働で創造的知性を引き出す教育のICT
革新の可能性を考える場としました。

１．はじめはじめに
新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ

り、国内外のヒト・モノ・カネの流れが急速に減

速し、私たちの生活は大きく変化しました。我が

国を含め世界各国の感染状況を鑑みますと、当面

の間、この感染症と向き合いながらの生活を想定

せざるを得ない情勢です。大学教育もその例外で

はなく、この情勢に適応していくことが求められ

ました。

その有力な手段の一つとしてICT技術を用いた

遠隔授業が否応なしに導入されることになり、わ

ずか数か月で授業風景は一変しました。遠隔授業

は、これまで行ってきた対面授業とはまったく異

質なものであり、相当な準備が求められます。短

期間にこの大転換を実現できたことは、教員、事

務職員の皆様の学びを止めないという想いとご努

力のたまものであり、心から敬意を表したいと思

います。

このようにコロナ禍に適応することを契機とし

て一挙に広がった遠隔授業でありますが、実際に

遠隔授業を実践、体験した教員、学生から遠隔教

育の利点や欠点があげられつつあります。また、

このコロナ禍への対応如何に関わらず大規模公開
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授業の価値を最大化する
教育のICT革新

オンライン講座（MOOC）などの遠隔教育は世界

の学びに大きな変革をもたらしており、世界の潮

流を踏まえながら我が国の大学教育を見直す必要

がありました。大学教育に限ったことではありま

せんが、コロナ禍はこれまで我々がなかなか踏み

込むことができなかった大学教育のデジタルトラ

ンスフォーメーション（DX化）を加速したとも

言えます。

また、大学教育のDX化に加え、サイバー空間

とフィジカル空間を融合したSociety5.0を目指す

我が国としては、将来を担う学生がデータを活用

し、感染症や自然災害を含め様々な情勢の変化に

適切に対応しながら未来を切り拓くことができる

よう、日常生活や仕事においてデータを使いこな

すことができる基礎的素養（リテラシー）を育成

する教育を目指すことが求められています。

本稿では、コロナ禍を素直に受け入れつつ、こ

の機運を利用した新しい大学教育の創造に向け

て、政府が推進するポストコロナを見据えた大学

教育のDX化と数理・データサイエンス・AI教育

に係る政策動向について紹介したいと思います。

ポストコロナにおける大学教育のDX化と
数理・データサイエンス・AI教育

文部科学省
高等教育局専門教育課企画官 服部　　正



２．コロナコロナ禍とと大学教育のDXDX化をを巡る情勢
（１）正規課程 おけにおける遠隔教育

＜海外の情勢＞
統計が整備され、遠隔教育の先進国である米国

を例に遠隔教育の現状について見ていきたいと思

います。

2018年秋現在、高等教育機関の正規課程に登

録している学生のうち、何らかの遠隔教育科目を

履修している学生は35.3％、完全に遠隔教育科目

のみを履修している学生は16.6％となっています。

大学院以上の学生に限りますと、30.7％の学生が

完全に遠隔教育科目のみで履修しています[1]。

＜国内の情勢＞
我が国の正規課程における遠隔教育の状況です

が、米国とは異なり学生数ではなく、機関数での

統計となりますが、2017年度現在28.1％の大学

において何らかの遠隔教育が実施されました。こ

れがこのコロナ禍の影響により一挙に遠隔教育の

導入が進み、なんと今年５月現在で約97％もの

大学等において遠隔教育が実施されました。

これは平常時に計画的に遠隔教育を実施するもの

とは全く異なり、非常時の対応としてまさに手探り

で行われたものと思われます。このような状況に対

応するため、国立情報学研究所は、遠隔授業等の準

備状況に関する情報をできる限り多くの大学間で共

有することを目的に、３月26日以降毎週から隔週

に１度の頻度でオンラインにて「４月からの大学等

遠隔授業に関する取組状況共有サイバーシンポジ

ウム」を開催しています。ここでは、教員の皆様

から好事例や失敗事例の共有、政府からの最新の対

応状況の紹介などが行われています。ご興味があれ

ばぜひご参加いただければと思います。毎回のシン

ポジウムの資料、講演画像はホームページにおいて

公開されています。大変参考になると思います。

（２）MOOCMOOCの情勢

MOOCという言葉は2008年カナダのマニトバ

大学で行われたオンライン講義で最初に用いら

れ、2,000人を超える人々が世界中から参加した

と言われています[2]。2012年にスタンフォード大

学が開校したUdacity、Coursera、マサチューセッ

ツ工科大学とハーバード大学が共同設立したedX

など米国の有力大学によるMOOCが創設され、現

在では学習者が累計１億１千万人に及ぶまでに成

長を遂げ、今も世界中で拡大しています。提供さ

れている講義分野は多岐にわたりますが、ICT関

連、ビジネス関連で各２割を占めています[3]。こ

の状況を鑑みますと、キャリアアップにつなげる

学習者が多いものと考えられます。

近年の傾向としては、これまでの無料で受講で

きる講義に加え、有料での大学の正規のオンライ
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ン学位プログラムの提供、マイクロクレデンシャ

ル（学位ではなく特定の資格、技能、学習内容の

習得などを認める証明書）の授与などの動きが進

んでいます。特に、マイクロクレデンシャルは、

大きなコストを要する学位という形式に捉われず

に自らの学修成果を示すものであり、大いに注目

すべき動きであります。ICT技術が急速に学びの

形を変えつつある一例と言えるでしょう。

国内においても、延べ学習者は約119万人とな

り、毎年の登録者数も増加し成長を続けています。

学習者は主には大学卒業以上の人が７割弱で中心

となっています[4]。

３．大学教育のDX化の価値
（１）コロナコロナ禍へへの対応 よによる気づきづき

コロナ禍は強制的に我々に遠隔授業の実施を迫

り、多くの苦労を強いたわけですが、悪いことば

かりでもなかったという声も多く聞かれます。先

ほど紹介した国立情報学研究所が行っているシン

ポジウムにおいて、学生、教員の遠隔授業に関す

るアンケート結果の共有がいくつか発表されてい

ますが、意外にも遠隔授業の実施に肯定的な回答

が、否定的な回答を大きく上回っています。つま

り、遠隔授業の良いところを認知・経験する良い

きかっけとなったと言えるかと思います。もしか

すると、この不自由さが学生にとっても、教員に

とっても教育を見つめなおすことになったのかも

しれません。未だ海外の遠隔教育先進国と比較を

して遅れをとっている我が国にとっては、これは

ポストコロナにおける大学教育のDX化を推進す

る良いタイミングと捉えるべきでしょう。

一方、気をつけなければいけないこともありま

す。それは、DX化を業務の効率化の視点のみで

捉えてしまい、学生と教員との間や学生間のコミ

ュニケーションが希薄になってはならないことで

す。DX化がもたらす価値をしっかりと見極める

ことが重要です。また、障害のある学生への合理

的配慮についても対面授業と同様、考えなければ

いけない課題です。

（２）DX化により実現できること
DX化により実現できることは大きく分類する

と以下の通りだと考えています。

１）時間、場所、費用の制限からの解放

録画、CBTなどデジタルコンテンツを活用すれ

ば、いつでも、どこでも学ぶことができます。ま

た、多くの学修者への教育の提供、学位をとるこ

となく自分に必要な授業のみの受講が可能となる

ことから、学修者の費用を低く抑えることができ

る可能性があります。
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して、補正予算100億円を投じて、遠隔授業が可

能となる設備及び体制の整備を支援しています。

２）ポストコロナにおける高度化モデルの普及

DX化が進展する社会を牽引する人材を育成す

るために、デジタル技術を大胆に取り入れること

により、デジタルとフィジカルを組み合わせたポ

ストコロナの高等教育の具体化を図り、その成果

の普及を目指す取組みを推進していきたいと考え

ています。

３）デジタライゼーション・イニシアティブ（ス

キームD）

デジタル技術を用いて授業価値を最大化するこ

とにチャレンジしたい大学教員や企業等が、公開

のピッチイベントでアイデアを提案し、そのアイ

デアに賛同した者たちをマッチングさせ、実際の

授業で実証を行う「公式アクティビティ」を形成

し、新たな大学教育を開拓します。試行的なピッ

チイベントを年度内に開催することを目指してい

ます。

５５．AIAI戦略2019
昨年６月、今後のAIの利活用の環境整備・方策

を示す政策文書「AI戦略2019〜人・産業・地

域・政府すべてにAI〜（令和元年６月統合イノベ

ーション戦略推進会議決定）」が策定されました。

時間からの解放は、学生、社会人、退職者など

学修者の様々なライフスタイルに応じた学びを、

場所からの解放は、居住地、国境を問わず多様な

学修者の学びを、費用からの解放は、誰もが学べ

る環境の提供を可能とするのです。

２）データ化による学びの可視化と質の向上

学修者の受講履歴や習熟度をデータにより相当

程度可視化することができます。これと教員の指

導内容も併せてデータ化しますと、エビデンスに

基づく教育内容の検討が可能となり、学びの質を

向上させることができるようになります。

VR技術やAR技術を用いた機器を活用し、実習

を高度化するといった工夫も考えられると思います。

３）事務の効率化

レポートの受付、質問のやりとり、履修証明の

発行など、大学教育には多くの事務が存在してい

ます。デジタル技術を活用することにより、これ

らの事務は大きく効率化することができます。特に、

AI技術を活用した簡単なFAQ対応、デジタルバッ

ジ（電子証明書）を活用した履修・卒業証明といっ

た新しい動きは非常に興味深いものと言えます。

３（３）DXDX化がもたらしがもたらし得るパラダイムシフトパラダイムシフト

コロナ禍により改めて再認識したことは、技術

の発展や環境の変化は、大きく我々の生活を変え

るということです。今までの常識がもはや常識で

はなくなってしまうことが起きます。

昨今の大学教育のDX化を巡る情勢を鑑みます

と、大学教育はより学修者本位のものへと転換し

ていくものと思われます。学修者が抱えている学

びにまつわる課題は多様でありますが、それを技

術で解決し、またその技術の進展に合わせてこれ

までの「大学」や「学位」といった仕組みそのも

のも変えようとさえしているようにも見えます。

この情勢を見極めて対応を考えていくことが大切

だと感じています。

４４．大学教育のDXDX化に向けたけた施策の方向性
文部科学省は、このコロナ禍への対応で得た経

験を十分に活かし、ポストコロナにおける大学教

育のDX化を推進していきたいと考えています。

これは、なんでもデジタル化するということでは

なく、大学教育の価値を最大化させる手段として

のデジタル技術の活用を目指すものであり、とり

もなおさずそれは対面授業の意義をより研ぎ澄ま

すという意味もあるかと思います。

以下のような方向性で施策を進めてまいります。

１）DX化に向けた環境構築

新型コロナウイルス感染症による影響への対応と

図１　AI戦略2019概要

この「AI戦略2019」が掲げる戦略目標の中で

最初に位置するのが「人材」です。教育改革の大

目標として、「数理・データサイエンス・AI」を

デジタル社会の基礎知識（いわゆる「読み・書

き・そろばん」的な素養）と捉え、その知識・技

能など必要な力を　すべての国民が育み、社会の

あらゆる分野でそのような人材が活躍することを

掲げています。特にこの戦略で特筆すべきことは、
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図２に示すように育成すべき人材レベルに応じ、

その育成目標を掲げたことにあります。

ご覧の通り応用基礎レベル、リテラシーレベル

は年間25万人〜100万人という規模での育成を目

指すことから、「モデルカリキュラムの策定」と

優れた教育プログラムを顕在化し、その普及を図

る「数理・データサイエンス・AI教育プログラム

の認定制度の導入」を主要な施策としてその実現

を図ることが定められました。

６．数理・データサイエンスデータサイエンス・AIAI教育プロプロ
グラムグラムのモデルカリキュラムモデルカリキュラムとと認定制度

（１）モデルカリキュラムモデルカリキュラム

文部科学省では、2017年度から、大学関係者

による「数理・データサイエンス教育強化拠点コ

ンソーシアム」を立ち上げており、モデルカリキ

ュラムの検討・策定、教材開発、教育に活用可能

な実課題・実データのデータベース整備、教員の

FD（ファカルティ・デベロップメント）などを

精力的に進めています。

このコンソーシアムの活動の一つとして、数

理・データサイエンス・AI教育のモデルカリキュ

ラムの策定があり、今年４月に、リテラシーレベ

ルのモデルカリキュラムを策定されまし

た。図３の概要に示すとおり、学修目標、

活用イメージ、学修内容、キーワード

（知識・スキル）、教育方法などがまとめ

られました。リテラシーレベルの学修目

標は、「今後のデジタル社会において、

数理・データサイエンス・AIを日常の生

活、仕事等の場で使いこなすことができ

る基礎的素養を主体的に身に付けるこ

と。そして、学修した数理・データサイ

エンス・AIに関する知識・技能をもと

に、これらを扱う際には、人間中心の適

切な判断ができ、不安なく自らの意志で

AI等の恩恵を享受し、これらを説明し、

活用できるようになること」と設定され

ました。要約しますと、日常の生活、仕事等の場

で、これらを道具として上手に活用することがで

きる基礎的素養を持ってもらうことが重要であ

り、数理、統計、データサイエンス等の専門分野

を志す学生の専門基礎教育を念頭においたものと

図３　モデルカリキュラム（リテラシーレベル）の構成

図２　AI戦略2019教育改革
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いうよりも、すべての学生が、今後の社会で活躍

するにあたって学び身に付けるべき、新たな時代

の教養教育（令和時代のリベラルアーツ）を推進

することを対象としたモデルカリキュラムである

ことをご理解いただければと思います。

カリキュラム実施にあたっての基本的な考え方

としては、高等学校での統計・数理基礎の習得状

況にバラつきがあることも考慮した上で、文理を

問わず、すべての大学・高専生（約50万人卒／

年）を対象とするものであることから、『数理・

データサイエンス・AIを活用することの「楽しさ」

や「学ぶことの意義」を重点的に教え、学生に好

奇心や関心を高く持ってもらう魅力的かつ特色あ

る教育を行う。数理・データサイエンス・AIを活

用することが「好き」な人材を育成し、それが自

分・他人を含めて、次の学修への意欲、動機付け

になるような「学びの相乗効果」を生み出すこと

を狙う』とされています。

各大学の教育目的、分野の特性、個々の学生の

学習歴や習熟度合い等に応じて、このモデルカリ

キュラムの中から適切かつ柔軟に選択・抽出し、

各大学の特徴を活かした創意工夫を行いながら、

魅力的な教育が行われることを期待しています。

（２）認定制度

今年３月、リテラシーレベルの優れた教育プロ

グラムを認定する制度の構築を目的として『「数

理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制

度（リテラシーレベル）」の創設について』（以下

「報告書」といいます。）が内閣府の検討会議にお

いてとりまとめられました。この認定制度には３

つの意義・目的があります。

� 優れた教育プログラムについて、政府だけで

なく産業界をはじめとした社会全体として積極

的に評価する環境を醸成すること。

� 教育プログラムの構築・改善を促し、教育プ

ログラムの普及及び質向上を実現すること。

� 認定を受けた教育プログラムにより育成され

た人材が社会の各所で活躍すること。

報告書において述べられている認定教育プログ

ラムの認定要件のうち、主なものを要約して紹介

します。

＜基本的要件＞
� 全学に向けて開講していること。

� 人文・社会科学等を含む複数の専門分野の

学生が履修していること。

� 履修すべき学生数及び履修率の目標をその

根拠とともに示し、かつ、その目標を達成す

るための具体的な計画を年限とともに示すこ

と。

＜教育プログラムの内容・要素＞
� モデルカリキュラム（リテラシーレベル）

を参考に、自ら適切に選択・抽出あるいは創

り出すこと。

＜教育体制・質保証＞
� 機関全体として、教育プログラムの管理運営

や質向上に関与できる体制を整えていること。

� 自己点検・評価体制を整備・実施している

こと（履修・習得状況、学修成果、理解度、

他学生への推奨度、修了者の進路・活躍状況、

企業等の評価など）。

� 自己点検・評価の結果を不断の改善・進化

につなげること。

� 自己点検・評価の結果、不断の改善・進化

の取組について公開・発信すること。

認定は、内閣府、経済産業省の協力のもと文部

科学省が行う予定です。今年度中の制度運用開始

を目指し、現在検討が進められています。各大学

においては、本認定を積極的に活用し、学生や将

来の学生となる受験生に対して、ポストコロナに

おいてますます求められることになる数理・デー

タサイエンス・AI教育へコミットする姿勢を示し

ていただき、各大学切磋琢磨しながら互いに高め

合いつつ新たな時代の教養教育が展開されるよう

になることを期待しています。

３（３）今後の展開

リテラシーレベルに続いて、今年度は応用基礎レ

ベルのモデルカリキュラム、認定制度の検討が始め

られ、今年度中のとりまとめを予定しています。

７ おわり７．おわりに
ポストコロナにおける大学教育のDX化と数

理・データサイエンス・AI教育の推進は、政府と

してもしっかりと支援をしていきたいと考えてい

ます。しかし、その実現には教員の力はもちろん

ですが、学修者自身、また大学教育を支える周辺

産業の育成が必要です。国内外の情勢を捉えつつ

柔軟な態様で、自分に足りないものは誰かの力を

借り、できることから失敗を恐れずに挑戦するこ

とが今求められています。
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授業の価値を最大化する教育のICT革新

１．はじめに
中央教育審議会から出された「2040年に向け

た高等教育のグランドデザイン」では、地域のニ

ーズに応えるという観点から、それぞれの高等教

育機関の強みや特色を活かした連携が推奨されて

います。また人材を育成する側と人材を活用する

側で議論と理解を深めていく必要があり、学修の

質を向上させる機会としての「インターンシップ」

を充実することが提言されています。歯学教育に

おいても、人材を育成する大学と活用する歯科医

師会の議論と理解を深める必要があると考えられ

ます。

平成24年度から５年間文部科学省大学間連携

共同教育推進事業の補

助を受けて、超高齢社

会に対応できる歯科医

師を養成することを目

的とし、北海道、北東

北、関東の３連携大学

が、ステークホルダー

（９歯科医師会）と協

働して教育プログラム

を構築しました。本教

育プログラムの下で、

臨床をシミュレーショ

ンして学ぶために作成した３大学共通のICT教材

を活用して、シミュレーション教育（医療面接、

診察、検査、診断、治療ケアプランの立案など）

を行った後で大学病院において臨床実習を行って

います。インターンシップに相当する地域医療実

習は、各地域で歯科医師会の指導の下で実施して

います（図２）。

２．ICTを活用した３年間にわたる教育プ
ログラムについて
平成24年11月に開催した第１回ワークショッ

昭和大学
歯学部教授 片岡　竜太

図２　３連携大学と関連する９歯科医師会

プでは、超高齢社会において、歯科受診患者の基

礎疾患有病率・服薬率が増加する中で育成すべき

歯科医師像について大学教員と歯科医師会が協議

し、「全身と関連づけて口腔を診ることができる」

「基礎疾患を有する患者の歯科診療を多職種と連

携して安全に行うことができる」歯科医師を養成

するために、以下のような学修目標の設定を行い

ました（次ページ図３）。

本事業で構築した教育プログラムは、従来から

歯学教育で行われている「一般歯科臨床コース」

に、在宅地域医療実習をゴールとする「地域連携

歯科医療実習コース」と、急性期医科病棟チーム

医療実習をゴールとする「医・歯・薬・保健医療

学部チーム医療演習コース」を加えて、超高齢社

会の到来に対応できる歯科医師を養成するもので

[1][2][3][4]

図１　超高齢社会に対応で

きる歯科医師の養成

北海道歯科医師会
札幌歯科医師会

岩手県歯科医師会
盛岡市歯科医師会

蒲田歯科医師会
大森歯科医師会
目黒区歯科医師会
荏原歯科医師会
品川歯科医師会



す（図４）。

本教育プログラムは３段階から

なり、第１段階（Step1）は３年

生が対象で、ｅラーニングを活用

した「全身と口腔の関連について

の基礎知識の修得」、第２段階

（Step2）は４年生を対象に「コミ

ュニケーション・臨床推論能力の

養成」を目標に仮想患者教育（VP）

システムも活用して、アクティブ

ラーニングプログラムとしまし

た。第３段階（Step3）は５年生

を対象に、患者を担当する前に臨

床をシミュレーションして学ぶこ

とを目的として、ICT教材を活用

した自己学修システムを構築しま

した。

初年次から電子ポートフォリオ

システムを活用して、授業前に目

標を設定し終了後に振り返りを行

い、「できたこと」と「できなか

ったこと」を明確にし、自己の成

長を確認し、次に学ぶべきことを

しっかりと記憶にとどめ、ゴール

を目指して学び続ける習慣を身に

つけるプログラムを構築しました

（図５）。次ページ図６に電子ポー

トフォリオシステムの概要を示し

ます。学生は入学時から本システ

ムを用いて、超高齢社会でどのよ

うな歯科医師になりたいかという

長期の目標と、授業前にその授業

を通じて達成したい目標を設定

し、授業後にはその目標が到達で

きたかを自己評価する訓練を行っ

ています（次ページ図７）。

３．ICT教材を活用した授業
の進め方
第１、第２段階（３年、４年生）

では、反転授業を応用して、３大

学共通のICT教材（ｅラーニング、

VP）を予習・授業中・復習に活

用して能動型学修を促進していま

す。症例課題に取組むことにより、

学んだ知識を臨床でどのように活

用するか理解させ、学生に考えさ

せるような進め方ですべての授業
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図３　超高齢社会において育成すべき歯科医師像

図４　教育の全体像と本準備教育の位置付け（本学歯学部）

図５　３段階からなる準備教育と電子ポートフォリオシステムの活用



４．大学教員と歯科医師会の協働により
作成した３大学共通のICT教材
３大学教員とステークホルダーである９歯科医

師会メンバーで構成される４つのワーキンググル

ープが、超高齢社会で特に重要になる１）口腔乾

燥症、２）基礎疾患を有する患者の歯科診療、３）

多職種と連携して実施する地域医療（急性期・回

復期）に関して、学びを充実させる目的で、ｅラ

ーニングや仮想患者システム（VP）教材などの

ICT教材を作成しました（図９）。

第１段階から第３段階の教材と資料を次ページ

図10〜12に示します。第１段階（３年生）では

全身と口腔に関する基礎知識の修得を目指します

が、医療面接のビデオや内視鏡画像なども提示し

て、臨床との関連を意識し理解させるようにして

います（次ページ図10）。第２段階（４年生）では、

コミュニケーション・臨床推論能力を養成するた

めに、仮想患者システムを活用しています。これ

は臨床現場をシミュレーションした形で、診療情

報提供書を見ながら、仮想患者システムにチャッ

ト形式で医療

面接を行い、

検査法の選択

や診察を行い、

診断や治療ケ

アプランを立

案するもので

す（次ページ

図11）。第３段

階（５年生）

は臨床実習で

患者を担当す

る前に、ICT教

材を活用して

シミュレーシ

ョンを行いま

す（次ページ

図12）。
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図８　反転授業を応用した授業の進め方

を行っています（図８）。

第３段階（５年生）では、臨床実習中に患者を

担当する前に、臨床をシミュレーションして学ぶ

ことを目的として、ICT 教材で自己学修を行える

ようにしています。

図７　電子ポートフォリオシステムを活用した目標設定、振り返り、成長の実感と次の目標

図６　電子ポートフォリオシステムの概要

図９　３大学、９歯科医師会メンバー
によるICT教材作成

① 学生は授業前に事前学習課題を学修してか
ら授業に臨む

②　授業前半ではプレテストを実施して学生の
理解度を確認する。

③　自由課題・症例課題を学修する。
④　学生の理解度を考慮に入れてリソース講義
を行う。

⑤　授業後半ではポストテストを実施して授業
終了時の理解度を測定する。

⑥　授業中に修得できなかった内容は授業後に
反復学修を行う。
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図12　第３段階（Step3）臨床実習におけるシミュレーションICT教育システム

図11　第２段階（Step2）の教材例（仮想患者システム）

図10　第１段階（Step1）の教材例（症例ビデオ、ｅラーニング）と授業の様子



６．３大学学生交流と３大学共通
試験
同じICT教材で準備教育を受けた学生

が、それぞれの地域で高齢者を対象とし

た地域医療実習を説明する資料（パワー

ポイント）を作成し、Web掲示板上で感想

や質問の意見交換をします。その後、Web

会議システムを活用してディスカッション

を行います（図15）。

この３大学交流を通し

て学生は異なる地域の

地域医療のあり方を学

ぶと同時に、他校の良

さを知り、自校の良さ

や地域の特徴などを知

る機会を得ることがで

きます。また、５年終

了時に本教育プログラ

ムで学んだ成果を確認する目的でｅラーニングを

活用した３大学共通試験を実施し、本教育カリキ

ュラムの評価と改善を図っています。

７．本教育プログラムの教育効果
（１）　学生アンケート結果

平成26〜28年度の学生アンケート結果からは、

授業内容に興味を持ち、理解した学生数はStep1、

2ともに増加し、Step1では90％前後、Step2では

80％以上に認められました（図16）。

図13　歯科医師会メンバーによる学生指導
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５．地域連携実習と歯科医師会との協働
超高齢社会の到来に伴い、歯科診療所に通院す

ることができない患者数の増加など地域歯科医療

の現場や歯科医療の様々な側

面に触れ、知識や技術に加え

て人と人とのコミュニケーシ

ョンの重要性の理解を深める

ことを目的とし、歯科医師会

と協働して地域医療実習を実

施しています（図13）。また

臨床の最前線にいる歯科医師

会の先生方に、学生の指導

を通じて見えてくる大学教

育について意見を伺うことを趣旨として意見交換

会を開催しています。

本実習に関連して、指導した歯科医師会メンバ

ーにアンケートを行いました。実習時の学生の態

度、積極的な参加、好ましい変化についていずれ

も高い評価が得られ、92％がこのような地域医

療実習が必要であるとの回答でした（図14）。

図14　実習についてのアンケート結果（歯科医師会）

図15　Web会議システムを用いた３大学学生交流の様子

図16　平成26～28年度IT連携授業アンケート集計結果（３連携大学平均）
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（２）　平均正答率

IT教材を活用した準備教育では、３大学平均正

答率は、授業前後、同一学生群の３年生と４年生

でいずれも70〜80％に上昇しました（図17、

18）。

特　集

郎先生に依頼しました。

２）結果

学生インタビューでは、以下の結果が得られま

した。学修アウトカムとして、①「IT教材」が

学修に新鮮さや楽しさをもたら

すことで学修意欲が向上し、ア

クティブラーニングの促進につ

ながった。②　学修プロセスに

おいて「予習・復習の重要性」

を認識し、より「深い学修アプ

ローチ」をすることができた。

③　学修成果として、チーム医

療や全身疾患と口腔との関連づ

けの重要性といった「社会ニー

ズに対応する歯科医療に対する

意識」「知識獲得・定着の実感」

「コミュニケーション能力」「メ

タ認知能力」を向上することが

できた。④　３大学共通のIT教

材を活用した教育を基盤とし

て、各大学で地域や大学の特徴を踏まえて実施し

ている地域医療実習や学部連携臨床実習などで、

学びの深まりを確認することができた（図19）。

前述の本教育プログラムのゴールである「医科

病棟チーム医療実習」では、歯学部の学生が医科

病院病棟で、医学、薬学、看護、理学・作業学科

の学生達と５人のグループを作り、１週間入院患

者を担当しました。消化器内科病棟における４学

部学生チームが協働して作成し、医療スタッフに

図19　本教育システムでの学びに関するカテゴリー関連図

図18　同一学生群１年後の平均
正答率

図17　授業前後の平均正答率

（３）　学生インタビュー

１）方法

３連携大学の歯学部学生（計12名）に対して

半構造化インタビュー（30分）を実施しました。

インタビューは事前アンケート（自由記載）で得

た情報を基に、授業の進め方、内容、IT教材の活

用などについて、より詳しく学生の意見や感想を

聞くために行いました。インタビューの実施とそ

の質的な回析は、岐阜大学医学部MEDC今福輪太
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発表したプロダクトと、歯学部学生が別途作成し

たプロダクト例を示します（図20）。

電子ポートフォリオの解析から学生が到達でき

た内容を抽出すると、以下のような結果が得られ

ました。①　口腔内の状態を患者や他学部生にわ

かりやすく説明できた。②　各専門領域で調べた

内容をグループで共有できた。③　患者・家族の

問題点について、退院後を想定してグループでプ

ロブレムマップを用いて多面的に抽出し、治療・

ケアプランを立案できた。④　全身状態と口腔内

の状態を考慮しながら、治療計画を立案すること

の重要性を学んだ。

8．おわりに
社会のニーズに応えることができる歯科医師を

養成するために、異なる地域で歯科医師を養成す

る３大学と、卒業した歯科医師を受け入れる歯科

医師会が協働して、新しいニーズに対応するため

のICT教材を開発し、３大学で共通の教材を活用

した臨床の準備教育を実践しました。協働して作

成したICT教材は、歯科医師会から提供された動

画、画像なども含めて臨場感があり、学生は興味

を持って学ぶことができました。

大学と歯科医師会が協働することで、議論をす

る機会が増えて、相互理解が深まり、準備教育を

含めた地域医療実習を卒前教育の１つのゴールと

することができ、また卒後の臨床研修と連続性を

持たせることができました。今後の発展性として、

多様な地域の特徴を採り入れた教育システム、卒

前卒後教育システムの連続性、歯科医師会を中心

とした生涯学習システム、社会のニーズの変化に

対応した教育システムの構築につなげていきたい

と考えています。

今後の課題は、ICT教材の更新にかかる労力と

費用、患者情報を含むICT教材公開の難しさ、教

員および歯科医師のICTスキルの向上、ICT教材

作成時に生じる著作権の問題などであり、連携校

や連携歯科医師会を増やすなどの対応が必要であ

ると考えられます。
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図20　医科病棟チーム医療実習で学生が作成したプロダクト例
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授業の価値を最大化する教育のICT革新

関西大学
国際部教授 池田　佳子

ICTを活用し海外の学生と行う国際連携型の
協働学習「COIL」の教育効果と課題

海外へのモビリティを前提とする国際教育は、

「国外における国際化（ Internationalization

Abroad/IA）」と言います。本稿が焦点をあてる

「COIL（Collaborative Online International Learning）」

は、オンライン（ウェブ）ツールを活用し、海外の

大学との協業をもって、国内の科目（クラスルー

ム）と海外のクラスルームをマッチングさせ、協

働学習（Collaborative Learning）を行うという教育

実践（ペダゴジー）です。このCOILは、ここで

上げた国際教育の類型でいえばIaHに該当します。

先述のコロナ禍下の国際教育事情として、世界

中そして国内の教育者の注目がCOILをはじめ、

ICTを活用して海外とつながり、留学体験で培う

べき学びを得ることができる教育実践に向かいは

じめました。この背景には、まず緊急自体宣言を

受け、感染防止対策として講じられた、教育機関

における遠隔教育への全面転換が大きな後押しと

なっています。急遽始まったオンライン教育に、

多くの教育者は戸惑いました。様々な尽力の末、

ICTインフラの環境整備が進み、教育者のデジタ

ルリテラシーレベルも底上げされたことで、オン

ラインで海外とつながり学ぶことへの抵抗感は一

気に薄れたと言っていいでしょう。本稿では、

COILという教育実践を紹介し、その事例や、現

在の国内外の広がりを解説します。現在進行形で

広がりを見せる新しいかたちの国際教育、この行

く末についても、私個人の所見に一部とどめつつ

も、共有したいと思います。

２．COILという教育実践

COILは、日本語名称として「オンライン海外

大学連携型協働学習」と呼んでいます。コロナ禍

の中で急に取り上げられるようになってから、

１．はじめに

2020年の春頃から急激に拡大し、人々を苦し

めているコロナ禍。「人災」と呼ばれ、そして海

外では「人命危機(Health Crisis)」と呼ばれてい

ます。被害が長期化している中、もはやコロナ禍

は人々の健康だけではなく、米国の本年度GDP

-32％といった想像を超えた経済危機も広がりつ

つあります。このコロナ禍は、人々の流動性を凍

結させました。本稿が取扱うのは、教育の中でも

「国際教育」で、一般的には「海外派遣留学」や

「外国人留学生受入」を主体的に取扱う分野です。

留学や教職員間の研究交流など、移動を伴う実践

のことを「モビリティ」と呼びます。コロナ禍は

このモビリティの一切を封じました。海外ではま

だ第１波の収束が見えない地域もあります。国内

も、７月〜８月の第２波の台頭もあり、国境間移

動の緩和が今後徐々になされたとしても、対象と

される国・地域は限定的です。20代〜30代とい

った若い世代の感染が広がる中、大学生層が従前

のように海外へ、そして日本へと、ひっきりなし

に飛び立つ状況が戻ってくることは当面想像でき

ません。

この最中、国内外の国際教育関係者の対コロナ

禍のアクションが始まりました。試行錯誤が続いて

いるわけですが、モビリティに特化しすぎていた視点

を転換し、「国内における国際化（Internationalization 

at Home/IaH）」に目が向くようになりました。

IaHの取組みとしては、例えば地元コミュニティ

ーにすでに存在する多文化を再考し、それを生か

した国際交流を国内に居ながら展開する、海外へ

移動はできないが、他の手段でつながることで国

際的な知見や感覚を培い、グローバル人材教育を

行うといったことが考えられます。これに対し、



“Positive interdependence is linking students

together so one cannot succeed unless all group

members succeed. Group members have to know

that they sink or swim together.”　

（肯定的他者間依存は、チーム構成員全員が成

功しなければ、個人も成功しないよう、学生を

つなげることである。構成員となる学生達は、

一蓮托生であることを認識しなければならな

い）筆者邦訳

自分以外の他者を信頼し、全員で参加し最終目

的を遂行する。このプロセスにおける学びは、社

会人基礎能力の中の「チームワーク力」「交渉力」

といったコンピテンシーとして高く評価できるも

のです。COILでは、この「他者」に、言語・文

化・国籍の異なる人物が選択・志向の余地なく該

当します。いったんチームとして成立したら、考

え方の異なりも、文化摩擦も、乗り越えて最終ア

ウトプットを出さなければなりません。この最中

で、学生達は自分自身の異文化に対する感覚の自

覚、コミュニケーションスタイルの違いなどにぶ

ち当たり、それに対峙する自分の変化や葛藤など、

多くを体験します。このプロセス自体が生み出す

多様な特性は様々ですが、次世代の社会人、グロ

ーバル人材に必須とされる異文化対応能力や異文

化間コミュニケーション能力が特に成長します。

協働学習が必要とする、他者間依存と、そこから

生まれる他者との「摩耗(abrasion)」が、国際教

育が本来提供したい学びの核心に近づく上で貴重

なのです。

COILは、ICT技術を用いるので、よくソフトウ

ェアだと間違われたり、固定されたシラバスがあ

るかのように理解されてしまうのですが、他の教

育手法同様、個々の科目の活動内容や学習達成目

標への適性によって応用する「教授法」です。分

野の専門性は問われません。次節で解説しますが、

人文系の科目だけではなく、理工系の科目におい

てCOILを導入した事例も多くあります。さらに、

COILは少なくとも２科目（海外と国内）がマッ

チングされるものなので、その科目同士が同分野

の場合や、異なる専門である場合もあります。後

者は、「学際的COIL(interdisciplinary COIL)」と言

い、より新しい学びや挑戦を学生に提供したい時

（例えばゼミ科目など）に非常に良い効果をもた

らします。関西大学で行っているCOIL実践は、
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「オンライン留学」といった言い方をされること

もあります。しかし、筆者自身は後者の呼び名は

誤解を招きやすいので、あまり評価していません。

というのは、COILの最も重要な要素である「協

働学習」の認識が薄れてしまい、例えば「語学学

習」といった、一般的な「留学」に世間が期待す

る効果だけを狙った実践のように捉えられてしま

う危険性があるからです。

COILの[C]は、協働学習（Collaborative Learning）

を意味しています。海外の大学の科目（クラスル

ーム）と、国内の科目（クラスルーム）がペアを

組み、それぞれのクラスの履修学生が混合したバ

ーチャルの国際的な小グループを形成し、彼らの

主体的な行動を前提としたプロジェクト型の学習

活動を行います。海外と遠隔でつながってこの

「バーチャルチーム」は形成されるので、必然的

にICTツールを用いることになります。つながる

国外の大学の場所によって、つながる方法は多様

化します。時差が大きい場合、同期型で

Classroom-to-Classroomでつなぐことは難しいの

で、非同期型のツールを用いたコミュニケーショ

ンが主体となります。例えば本学のCOILパート

ナーにはニューヨーク州やサウスカロライナ州と

いった東部標準時間（EDT）の大学が多いですが、

この場合13-14時間の差があります。その場合、
本学ではFlipgridやPadletのような、動画ストリー

ムやメッセージの共有ができる非同期型コミュニ

ケーションに適性のあるツールを学生が駆使して

プロジェクトを進めています。また、後述します

が、本学でCOIL型教育にカスタマイズした

LMS(Learning Management System)「ImmerseU」

を本学と米国のスタートアップIT企業と共同開発

しましたので、このLMSをフル活用しています。

協働学習は、国内の能動的学習の手法として積

極的に取り込まれている実践ですので、本稿であ

えて深堀りする必要はないでしょう。１点のみ、

この学習が、国際教育としてなぜ効果的なのかと

いう点を言及しておきたいと思います。協働学習

の理論では、「肯定的他者間依存 (positive

interdependence/PI)」という概念が基礎的な要素

の一つとしてとりあげられられます。Johnson,

Johnson & Holubec (1998: 4)は、以下のように定

義を付けています[1]。

特　集
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その活動を既存の科目の中に取り込んでいるた

め、正規の単位付与をしています。一部、海外と

連携を行うことが前提となっている新規設置科目

も設けており、学生達は履修の際にCOILを行う

科目なのかどうか、シラバスや登録情報をみると

わかるようになっています。

COILを導入する担当講師は、「COIL教員(COIL

Teacher)」、COIL実践の実働を支援する関係者を

包括的に「COIL実践者/COILers」と呼んでいま

す。このCOIL教員にとっても、海外の科目をよ

り理解し、互いの目的を共有し、歩み寄り、双方

が納得できるような協働学習プロジェクトを共同

で考案する過程で、自身の国際性の向上が可能と

なります。海外の大学のクラスを知ることは、非

常に大きな学びをもたらします。シラバス１つと

っても、国内の大学機関で一般的とされる形式や

コンテンツが、海外のそれと比較すると大きく異

なりがあることに気が付きます。週に何時間の講

義があり、履修学生にどのような学習活動とそれ

に見合う学習活動（正課外学習時間）を期待する

のかといった点や、科目としての総合成績評価で

使う基準などにも違いがあることがわかるでしょ

う。国際教育において本分はもちろん学生の国際

化ですが、学生が自身のロールモデルとして参考

とするのは、目の前にいる担当教員です。その教

員自身が国際化することは、「大学教育の国際化」

の必須前提条件と言えるかもしれません。

COIL実践を大学で導入する動きが、コロナ禍

の中、国内外で広がっています。大学機関として

取り込むということは、担当するCOIL教員や

COIL実践者を体系的に組織組みし、そしてその

維持のためにマネジメント努力を投じるというこ

とです。ICTについても、大学のカリキュラムと

して使用する上で、学内で公式に認知され、個人

情報の取り扱いや著作権などの注意点についてル

ール決めをするといった必要性も生じます。海外

との連携で成立する実践であることからも、従来

の教育開発系列の部署だけで取組むのではなく、

国際部等の部署の「参戦」は不可欠です。COIL

の導入はすなわち、各関係部署横断型で実現させ

る、大学教育の国際化事業なのです。

３．国内におけるCOILの展開（沿革から

現在まで）

本学では、コロナ禍以前、６年前からCOILを大

学の取組みとして継続してきています。現在は、

IIGE（グローバル教育イノベーション推進機構）

という、COILをはじめとした多様なオンライン

教育を融合した国際教育実践を推進するセンター

にまで成長しました。筆者は、６年前の開始当初

からこの取組みに関与してきました。導入当初は、

「海外留学」にやる気を起こそうと躍起になって

いるのに、留学するなとは何事だといった、

COIL等の取組みへの反発や疑念を示す意見を国

際教育関係者からよくいただきました。これらの

「抵抗感」は、実はとんでもない誤解の上に生ま

れています。COILのような教育実践は、学生の

「外向き志向」、つまりは海外をより身近な対象と

捉え、海外留学へと一歩踏み出すきっかけや、実

際の留学前に必要な準備（レディネス）の涵養に

貢献します。留学を阻害するどころか、促進する

取組みだと言っていいでしょう。従来存在しない

取組みであったことから、国際教育界では「現状

バイアス」が心理として働き、概念を紹介しても

反応は鈍く、2018年頃まではCOILを取り込もう

という大学機関は国内では本学以外には、ほんの

数校（国際教養大学等）でした。

国内で状況が転じたのは、実はコロナ禍以前で

す。2018年に始まった、文部科学省の大学の世

界展開力強化事業が、日米の関係構築を主旨とし

て「COIL型教育を活用した米国等との大学間交

流形成支援」をテーマとして設置し、合計11の

大学が補助金対象として採択されました。この公

募を皮切りとしてCOILという教育実践が広く知

られることとなり、従来から取組んでいた本学は

「プラットフォーム校」として、これからCOILに

取組む大学等への普及や支援を行う役割を担うこ

とになりました。日本国内では「スーパーショー

ト型留学」と言われる短期海外派遣留学や受入留

学プログラムに対する学生奨学金支援や、トビタ

テ！プロジェクトの開始など、物理的に海を渡り

留学させる取組みが加速化しつつある最中での

COIL実践の推奨でしたが、モビリティを促進す

るために活用するのだという理解が、ようやく定

着し始めたのです。

現在、この世界展開力強化事業において採択さ

れた大学に加え、補助金等の支援を頼ることなく

COIL実践を展開しようとする国内の大学が加盟

できる「JPN-COIL協議会」が発足しています。

現在21大学が加盟しており、本学の筆者の属す
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る部署（IIGE）が事務局を担っています。本協議

会では、運営委員会以外にも、オンライン・オン

サイト研修の提供や、COIL実践のノウハウや世

界の状況を発信する季刊誌(i-Paper)の発行等を定

期的に行っています。国内の加盟大学の海外のパ

ートナー大学も、この協議会の活動の恩恵を得る

ことができます。本学独自でも「IIGE 海外ネッ

トワーク」の拡充を進めており、近年ではUMAP

（アジア太平洋モビリティ機構）という600近い

世界中の大学のコンソーシアムと連携でCOIL実

施大学の拡充に尽力しています。

４．COILの事例

COIL実践のパターンは様々ですが、本

学においては、ここで紹介する２つの型に

大別することができます。まずは、海外の

大学の１つのクラスルームとつながり行う

COIL、これを「Classroom-to-Classroomタ

イプ」とここでは称します。時差などの問

題が少ない場合は、実際の授業時間内に海

外の大学とオンラインでつなぎ、議論を行

ったり、小グループ別の活動を行ったりし

ます（写真１参照）。タイミングが合わない場合

は、ウェブツールなどを用いて非同期での活動や、

授業時間外で学生達だけでオンラインで集まり、

協働学習の形式でプロジェクトを進行します。教

師はつないでいる時間の中で司会役を務め、学生

が主体的にコミュニケーションをとる支援を行い

ます。

特　集

５．新たなCOILのためのツールImmerseU

ここで紹介したCOIL科目事例には、複数のウ

ェブアプリ・ツールが用いられています。本学に

おいてこれらの科目を実践している教師は、十分

なデジタルリテラシーを持ち、学生へのツール使

用の手ほどきや、トラブルシューティングなども

しっかりとできるよう、研修を経ている者ばかり

です。それでも、複数のこのようなオープンツー

ルを用いると、学生のアウトプットの集計や、グ

ループ活動の過程をモニタリングする際に、いく

つものアカウントを駆使しなければならず、学生

も教師もその工程が煩雑だと感じることもしばし

ばありました。そこで、先述したようなCOILで

必要な学習活動が一挙に集約されたLMSの開発に

乗り替えました。ImmerseUというクラウド型

LMSで、各学生の端末に負荷はありません。次ペ

ージ写真３にそのダッシュボード画面を示してい

ます。ビデオチャット、テキストチャット、活動

レッスンの作成と提出管理、オンライン講義の設

定、課題の締め切りリマインダー等、COIL実践

で最も頻繁に使われるツールの機能がすべて

ImmerseUの中で完結します。

写真2　UMAP-COIL2020の教育場面の様子

もう１つの型は、「Multilateral タイプ」とここ

で称します。複数の海外大学と国内の大学がカリ

キュラム設計を協働で設計し、複数の国・地域出

身の学生達の混合グループでプロジェクトを行い

写真１　マレーシアとのCOILの様子

ます。Multilateral タイプは、今一つ発展型もあ

ります。

写真２にあるような、多数の海外の大学の学生

達（と国内の学生）が参加し、１つの大学が設計

するカリキュラムに沿ってCOILを行うものです。

2019年から本学で始めたUMAP-COILプログラ

ムがそれに該当します。

COILはペダゴジーだと、冒頭でも記載したよ

うに、その時点における状況、学生層のニーズな

どを鑑み、実りのあるCOIL活動を設計すること

が肝要です。ここにあげた２つの型を逸脱すると

COILではない、ということでは決してありません。
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オープンLMSで最も教師にとって煩雑なのは、

履修学生をサイトに紐づける登録の過程です。大

学が取り込んでいるLMSの場合、学生情報がすで

に紐づけられているので、この過程は必要ありま

せん。教師の負荷としての登録作業を最大限単純

化するため、ImmerseUではメールと登録コード

を活用した手法で学生自身が科目ページに連携さ

れる仕組みとなっています。登録が完了した学生

達は、教師によってグループ作成を行い、COIL

実践中にグループと連絡をとったり、ビデオ会話

を行ったりということができるようになります。

同期型コミュニケーションとしてZoomやSkypeを

用いることもできますが、ImmerseUにもAmazon

Chimeをベースとしたビデオ会議ツールが備わっ

ており、別アカウントを必要としません。現在、

COIL活動に参加した学生の異文化対応能力・理

解能力を測定するツール（BEVI/Belief, Events,

and Value Inventory）をImmerseUに付帯する作業

も進んでおり、近年中にはCOIL科目の評価につ

いてもワンストップ化することができるようにな

ります。本学では、本プラットフォームを、従来

の大学規定のLMSと併用していますが、ログイ

ン・登録のステップはシンプルなので、特に学生

からの苦情等はありません。逆に言えば、この１

つの手間で従来の複数のアプリのアカウント作成

作業や、個人情報の扱い等の問題を解決できてい

ると言えるでしょう。

６．COILの教育効果

COILに取組む上で、最初に関心が向くのが、

この実践がもたらす教育効果はどのようなものな

のか、という点ではないでしょうか。各大学、教

育機関はそれぞれの個性があります。同じ結果を

どの機関においても望んでいる

わけではないでしょうし、履修

する学生達の志向によっても、

その成果は多様なものとなりま

す。以下に共有するのは、本学

において実感しているプラス効

果です。あくまでも参考として

読み進めていただきたいと思い

ます。

まず、本学において重要視し

ているのは、国際教育の特性として、海外留学体

験を全員に提供しグローバル人材の育成を行うと

いう目標を掲げるのではなく、様々なニーズと事

情を持つ多様な学生層に、より幅広く、可能な限

り全員に、一定の質が保証できる国際的な学びの

体験を提供するということです。海外派遣留学も

もちろんその一環ですが、経済的理由、語学的な

準備不足、専修の学部カリキュラムが多忙すぎて

留学できない、部活やアルバイトがある、そして

就活の縛りなどといった多くの要因で断念する層

はやはり多く存在します。COIL実践は、これら

の問題が支障になりません。日本にいながら、異

文化間コミュニケーション、多文化共生の知見の

涵養、語学運用能力の向上を行うことが可能とな

ります。本学では、COIL科目を履修する前と後

において、異文化対応能力等を測定できるツール

（BEVI）や英語による口頭コミュニケーション能

力を検証できるテストを活用し、T1/T2検証を進

めています。この中で、同期・非同期型のいずれの

COIL体験においても、コミュニケーション能力

がぐんと伸びることが試行的にわかっています[4]。

BEVIというツールの結果を見ても、異文化を背

景に持つ者との活動を経て、一定の対応能力・受

容能力を得たと自信を持つ学生を多く輩出してい

ます[5]。

次に、COILの教育実践は、「協働学習」を根幹

とするため、その活動を通して様々な涵養すべき

スキルとコンピテンスが一度に鍛錬できるという

効果も実感しています。オンラインで実施するの

で、デジタルリテラシーの向上は自然についてき

ます。Googleをブラウザーとしてしか用いてこな

かった者が、将来ビジネスでも活用できるレベル

までツールを駆使できるようになる。中国や中東

のようにファイヤーウォールがブロックしないア

写真３　ImmerseUのダッシュボード画面事例
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プリやウェブツールを把握し、それでもバーチャ

ルチームで活動できるようになる。このようなス

キルが、体験を通して培われます。さらに、１つ

のプロジェクトをメンバー間の交渉を経て達成し

ていく上で、社会人として必要な精神面での成長

も期待できます。語学力やITスキルを向上させな

がら、こういった精神面も涵養することができる

ので、能率も非常に高いと言えます。

７．おわりに（課題と今後の展望）

ここまでCOILのような教育実践が持つポテン

シャルについて解説をしました。本稿の読者にと

って、少しでも新しい知見が得られ、関心をもっ

ていただけたら幸いです。大学規模で取組む流れ

が各所で生まれつつありますが、最初の一歩は、

やはり１科目、１教室からです。本学も、最初は

１人の教員と３つの科目からの、ほそぼそとした

スタートでした。そこから段階的に大学教育の国

際化戦略の１つの柱としての成長が始まったので

す。

オンライン教育を融合した国際教育は、まだま

だ課題も残されています。例えば、COIL実践の

歴史はまだ浅く、効果検証の事例が個々のケース

や、語学能力面等の伸長に限定されていることは、

喫緊に改善されるべき側面です。特に、異文化対

応能力の伸長を定量的にも可視化できるようにす

ること、そしてその他の特性の成長が、参加した

学生のエンプロイアビリティ（就職力・就職可能

性）の向上にどのように関係付けられるのかとい

った点の解明が急がれます。国外で指摘されてい

る課題としては、遠隔で世界中どことでもつなぐ

ことができ、通常では想定できない国や地域の学

生達とのCOILが奨励されているのにも関わらず、

先進国と発展途上国、北と南といった社会的・政

治的な区分の阻害を避け切れていないことや、一

部の国におけるICTインフラがパートナー機関と

インバランスを起こし、だれでも公平に参加でき

る活動として機能しないことがある（Digital

Divide）といった点があげられています。これら

の問題を解決するには、国境や大学機関・組織を

越境した視座が必要です。COILの醍醐味は、海

を隔てた世界のパートナーと協働することです。

このパートナーを救うことは、すなわち自らを救

うことになります。グローバルシティズンシップ

特　集

（地球市民）の観点からこれらの課題を解決して

いく意識改革が目下必要ではないでしょうか。

コロナ禍以前と比べて、今現在の状況の変化は、

上記以外の課題の新たな洗い出しの必要性を生み

出しています。コロナ禍は、長期化していますが、

いつかどこかの時点で収束の目途が立つことでし

ょう。この「インターバル」の期間に、COILの

ようなオンラインにおける教育実践を定着させる

努力が求められます。また、収束後、例えばモビ

リティが復活した場合、今度はCOILのような教

育実践はお蔵入りするのか、それとも定着化した

後なので、今度はモビリティとの融合・混合型の

新しい国際教育の在り方が「ニューノーマル」と

なるのか、環境の変化が極めて流動的な中、直近

でどのような進歩を目指すべきなのか、そしてど

のように次世代を創造するのか、本学IIGEとして

も、本取組みを推進する人間としても、日々検討

し、模索しながらもアクションを起こしてまいり

たいと思います。
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[5] バイサウスドン・池田佳子(2020). 「国際教育実践の学習

効果測定の手法の一考察―COIL Plusプログラムにおける

BEVIの活用―」『関西大学高等教育研究』11号, 131-136. 



４．実証実験
（１）第１期実証実験の成果概要

広域データ収集基盤は、大学等における一般利
用サービスではなく、まずは実証実験として利用
者からの研究テーマ提案を公募する形態で研究環
境を提供しました。実証実験期間は、2018年12月
21日～2020年３月31日であり、サービス開始記
者会見を皮切りに利用者からの特別講演、活動事
例報告会等のイベントや、PRビデオ制作、広報誌
掲載等の広報活動を実施しました。

次ページ図２に示すように、農林水産研究から
情報系研究に至る幅広い分野にわたって、大学等
25の研究機関から42件の独創的な研究テーマが提
案、採択されました。このうち10件は企業等と連
携して取組む産学連携案件であります。事情に因
り実施に至らなかった案件を除く、30件の研究テ
ーマの推進に貢献しました。成果報告書やアンケ
ートによる利用者の実際の声から、モバイル・ワ
イヤレスとしての特性のみならず、閉域網に因る
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SINET広域データ収集基盤
国立情報学研究所　学術ネットワーク研究開発センター

笹山　浩二

１．はじめに
国立情報学研究所（以下「NII」）では、大学や

研究機関の研究活動を支援する学術情報基盤の整
備事業を進めており、その一環として学術情報ネ
ットワーク（Science Information NETwork：
SINET[1]）を構築・運用しています。SINETでは、
従来主として高速広帯域性を重視した有線サービ
スを提供してきましたが、将来のIoT系研究の推進
を目的として初めてモバイル機能の導入を行いま
した。

広域エリアの各種センサ等からモバイル網を介
してデータを収集し、SINETに接続されている任
意の大学や任意のクラウドに転送して、
高度な解析を行う研究環境を効率的に提
供することを目的とします。研究グルー
プごとに閉域網を構成して、センサ等か
らのデータ収集からデータ解析までをセ
キュアに実行可能とします。

本稿では、上記モバイル機能である広
域データ収集基盤の概要、実証実験成果
総括、今後の展開について紹介します。

２．SINETについて
まずSINETについて紹介します。SINET

はNIIが構築・運用している情報通信ネットワーク
であり、日本全国の大学・研究機関等に対して先
進的なネットワークを提供するとともに、国際間
の研究情報流通を円滑に進められるよう海外研究
ネットワークとも相互接続しています。2016年４
月から運用しているSINET5は、全都道府県に設
置されたSINETノード間を100 Gbpsの超高速ネッ
トワークで接続し、フルメッシュで低遅延なネッ
トワークをSINET加入機関に提供しています。加
入機関数は、2020年７月１日現在で938機関に上
ります。

３．広域データ収集基盤の概要
急速に拡大するIoT関連の研究や事業を支援する

ことを目的として、SINETにモバイル機能を取り
入れた広域データ収集基盤[2]を構築し運用してい
ます。

図１に示すように、これまでSINETでカバーで
きていなかった遠隔地、広範囲エリアなどに対し
て、セキュアなモバイル通信環境を提供します。

政府関係機関事業紹介

モバイル通信キャリア３社のネットワークの中に
インターネットとは切り離されたSINET専用の仮
想ネットワークを形成し、これをSINETに直結す
ることでセキュアなデータ転送を実現します。結
合点からは、研究プロジェクト毎に仮想専用網

（VPN）を形成して、セキュアかつ高性能に大学や
商用クラウドの計算機環境に接続します。これら
既存計算機環境への接続だけではなく、協力事業
者が提供するデータ処理環境への接続も提供し、
データ収集、解析を包括的かつOpenに提供して研
究活動活性化を支援しています。

                              

GPU

                  

VNNNPPPVVVL2L2L2 V

   

PNV V NVPVL2L2L2VPN

               

SIN

   

TESIN

PNV
TISS E

V
INET

ET

                       

図１　広域データ収集基盤の概要
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政府関係機関事業紹介

セキュア・安全性の観点で、従来の研究環境では
得られなかった多くのメリットをアピールできま
した。以下、具体的な実際の利用事例・メリット
を紹介します。
・　放牧牛畜産、酒造、製茶、マンゴー栽培とい

った有線が届かない第一次産業系フィールド研
究において、ワイヤレス環境を有効に活かした
データ収集を支援

・　立ち入りが制限される被爆地域の動物生態を
観測する環境音収集に広域モバイル環境を有効
活用

・　被災地トリアージ情報の迅速な集約や、脳波
等の生理情報収集による感情、認知情報の遠隔
再現といった高度プライバシー情報をセキュ
ア、安全に転送

・　広範囲に移動する案内ロボット、個人用車両
の遠隔制御や、アスリートのフォーム分析とい
った移動体や屋外活動を対象とする研究の推進

第１期の成果を基に、29件の研究グループが継
続して第２期に参加提案している。７月１日現在、
今年度新規提案８件を含め、計37件の独創的な研
究テーマが提案され、研究推進に貢献しています。

５．次期ネットワークへ向けたモバイル基盤
の拡充
現行SINET5の後継として、2022年度よりサー

ビス提供予定の次期ネットワークにおいて、広域
データ収集基盤を次期モバイル基盤として拡充す
る計画概要を図３に示します。モバイル基盤拡充
の最重要ポイントは5G技術の導入であります。

5G導入シナリオとして２つの方式を検討してい
ます。図３の左側は、現在の4G対応構成を5G対
応に拡張する商用モバイルキャリア網活用方式を
示します。適用領域の拡大として、大学等を介し
たインターネット接続に関しても検討中でありま
す。一方図３の右側は、大学等が構築するローカ

ル5G基地局とSINETが構築するローカル5G

コア網が連携する、自営モバイル方式を示し
ます。ローカル5Gの性能を最大限に引き出し、
超高速のエンドツーエンドモバイル通信の実
現を目指します。

図３　次期モバイル基盤拡充計画の概要

６．おわりに
2018年よりSINETに初めて導入されたモバイル

機能であります広域データ収集基盤の概要、第１
期実証実験成果総括、第２期公募案内、次期モバ
イル基盤拡充について紹介しました。広域データ
収集基盤は、従来の有線サービスでは実現困難で
ありましたIoT系研究推進に大きく貢献しており、
第１期から継続して第２期の実証実験環境を提供
しています。

2022年度より提供予定の次期ネットワークでは、
モバイル基盤の拡充として5G導入を検討してお
り、現行の商用キャリア網活用型に加え、自営モ
バイルであるローカル5Gの導入も検討を進めます。

参考文献および関連URL
[1] 学術情報ネットワークSINET：https://www.sinet.ad.jp/
[2] 広域データ収集基盤：https://www.sinet.ad.jp/wadci/
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図２　広域データ収集基盤の利用メリット

施策評価の一環として実施した利用者アンケー
トの主な集計結果を下記に示します。
・　実施研究プロジェクト中、実証実験の目的達

成92％
・　３キャリアの回線利用状況は、利用エリア／

通信速度の利用者評価として、概ね良好な結果
・　SIMカード設定や閉域網手配、データ送信先

の設定といった実験準備の運用手続きに関して
完璧な運用評価

（２）第２期実証実験の公募案内
第１期に引き続き、2020年度より２年間の期間

で広域データ収集基盤第２期の実証実験公募[2]を
実施しています。研究テーマ提案書は現在随時受
け付け中であり、早期実験着手に対応するため、
応募から２週間程度の選定期間を経て迅速に選定
結果を通知します。データ収集用のモバイル通信
環境のみならず、民間の通信キャリア、クラウド
ベンダー等協力事業者が提供するデータ処理環境
も低コストで利用可能であります。
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本協会では、令和３年度における文部科学省概算要求に向けて、私立大学団体連合会に協力を要請すると

ともに、文部科学省私学助成課に以下の要望を行いました。

教育改革実現のための情報化関係補助金予算の要望
公益社団法人私立大学情報教育協会

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」では、分野を越えた専門知の組合せ、文理横断的なカリキュラ

ム、学修の幅を広げる工夫が求められるとしています。その背景にはIoT（Internet of Things）の普及やAI（人工知

能）等の技術革新が進展普及し、様々な分野で産業構造、人々の働き方、ライフスタイルが大きく変化しつつあり、

新たな社会的価値や経済的価値を生み出すイノベーションが日常的に要請されてくることを見据え、問題発見・解

決型PBLの充実が急がれています。

これまでの大学教育は知識の伝達に比重が置かれてきましたが、これからは異なる分野の学生や社会人を交えて

多面的に知識を組み合わせ、談論風発を繰り返すなかで既成概念にとらわれず知恵を創り出す、新たな価値を生み出

す学びの仕組みに転換していく必要があります。対面による物理的空間の学びに加え、時間・場所を越えたサイバー

上の仮想的空間と組み合わせた多様な「知」との新結合を目指す新しい学びのスタイルへの転換が強く望まれます。

今、正にコロナ禍の中で遠隔授業の有効性と可能性を体験していますが、これを機に大学のデジタルトランスフ

ォーメーション化を見据えて、ICTによる最良の学修環境を整備し、学生が物事の本質を見極める意識を持って主

体的に行動し、協働で創造的知性を引き出す教育のICT革新（デジタライゼーション）が急がれています。

このような取組みを積極的に推進していくには、国の責任として高等教育の質向上に向けた情報基盤環境の支援

が不可欠であり、補助事業による財政支援が喫緊の課題となっています。

そこで、本協会ではICTによる高度な教育環境を可及的速やかに整備するため、本年６月に教育の質向上に要す

る情報関係の施設費、設備費の調査を行い、補助事業に必要な財政支援の規模を別紙の通り集計いたしました。

つきましては、私立大学・短期大学の教育革新に向けた強い意欲を受けとめていただき、令和３年度政府予算概算要求

において、「教育基盤設備」、「ICT活用推進事業」の予算拡大に特段のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。

※　補助事業別の補助希望額は下表の通りで、大学･短期大学834校の内、情報環境整備を計画している183校を集

計した結果、2021年度（令和３年度）83億円、2022年度70億円、2023年度53億円となっています。また、情報

環境を整備することで目指す教育効果については、①遠隔授業システムを用いて学修機会の確保、学修内容の理解

度向上が79％、②事前・事後学修の学修時間の増加と知識定着・理解度向上が61％、②教員と学生間のコミュニケ

ーションと主体的学修の促進が63％、③反転授業・ｅラーニングの普及による知識・技能の定着が56％、④アクテ

ィブ・ラーニング、PBL，TBLを充実して課題探求力の向上が48％、⑤双方向授業により思考力・判断力・表現力

の向上が50％、⑥グループ学修を充実し、思考力・判断力・表現力の向上が35％と計画されており、３年度間に亘

って教育効果の達成度を５割から８割を目指しています。

補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画の補助事業別集計

1
令和３年度(2021年度)文部科学省概算

要求に対する情報関係補助金予算の要望
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３月予定

月　日 会議名 会　場

本協会加盟校の特典
① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ

を視聴できます。
②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる授

業改善の動向を把握できます。
③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け

会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表時
のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 会　場月　日
１月13日（水）

２月〜３月予定（中止）
２月末〜３月上旬予定

３月29日（月）

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

東京都内を予定
関西地域の大学予定
市ヶ谷を予定
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

新年賀詞交歓会

産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携人材ニーズ交流会
第30回臨時総会

2

私情協ニュース

令和２年度行事日程と加盟校のメリット

令和２年

令和３年

12月中旬〜下旬

９月中旬〜10月下旬予定（中止）
10月 ７日（水）〜８日（木）
10月30日（金）
11月30日（月）
12月予定（中止）

都内の大学予定

ネット講習
ネット講習
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
北海道・東北・東海・関西・九州地域の大学

アクティブ・ラーニング分野連携対話集会

大学情報セキュリティ研究講習会
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース］
教育改革事務部門管理者会議
第29回臨時総会
地域別事業活動報告交流会

12月中旬 関西地域の大学予定大学職員情報化研究講習会［ICT活用コース]

１月下旬予定 都内の大学予定アクティブ・ラーニング分野連携対話集会
２月予定 東京都内を予定産学連携事業 ［社会スタディ］
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公益社団法人 私立大学情報教育協会とは

1. 私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進

情報通信技術による教育改善の研究
①教育改善モデルの公表
人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を策定し、学士力の実現に向けて30
分野※のICTを活用した教育改善モデルの提言を公表しています。必要に応じて改善モデル
の内容を見直し、教育目標・教育方法・評価等について更新しています。現在は、答えが
一つに定まらない問題に解を見出すことができるよう、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせ、新たな発想・構想を目指す分野横断フォーラム型のPBLモデルに
ついて、医療系分野・法政策系の分野で試行研究しています。

※英語、心理学、政治学、国際関係学、社会学、コミュニケーション関係学、経済学、経営学、社会福祉学、教育学、統
計学、数学、生物学、物理学、化学、機械工学、建築学、土木工学、経営工学、電気通信工学、栄養学、被服学、美術・
デザイン学、薬学、看護学

②問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
地域社会や国連の持続可能な開発目標（SDGs）から課題を見出し、本質を見極める意識
をもって行動する中で、思考力・判断力・価値創造力などを訓練するICTを駆使したPBL授
業マネジメントの進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作りと運営、PBL授業で身に
付ける思考力等の点検・評価・助言モデル構想について、議論を通じて認識の促進を図るため、教員を中心としたオープン
な分野連携による対話集会を実施し理解の共有と促進を図っています。

授業改善に対する教員の意識調査の公表
アクティブ・ラーニング（AL）の教育効果
３年間隔で加盟校の全教員約５万４千人を対象に

「私立大学教員の授業改善調査」を実施し、教育の質
的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方を
把握し、どのように対応していくべきか、今後の課題
を整理・提言し、大学、文部科学省、関係団体等に施
策への反映を呼びかけています。平成28年度に調査
を実施し、その結果を平成29年度に「私立大学教員
の授業改善白書」としてネット上で公開しています。

私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、
望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推
進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、
平成23年４月１日に認定された新公益法人の団体です。
本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団

体を母体に、コンピュータを導入した教育を振興・普及するため、国の財政援助の実現を事業の中心と
して創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会です。その後、平成4年に文部省から情報教育の振
興・充実を目的として社団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。
本法人の構成は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人を正会員とし、本法人の事業を賛助する

ため法人又は団体による賛助会員を設けています。（正会員180法人、197大学、52短期大学、賛助会
員59 ［2020年４月１日現在］）

本法人の事業

不特定多数の利益増進を図る公益目的事業
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2. 私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進

3. 私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
教育・学修機能の高度化に関する情報システムの紹介
平成24年度まではクラウド・コンピューティングを導入した情報システムの研
究を行い、平成25年度からは「学修ポートフォリオ」について、目的、役割、活
用方法、学生・教職員への理解の普及、学修ポートフォリオ情報の活用対策、ICT
を用いたｅポートフォリオの構築・運用に伴う留意点・課題を平成29年度に参考
指針としてとりまとめ公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・活用を呼
びかけています。

社会に通用する情報活用能力の研究と紹介
①　社会で求められる情報活用育成の研究と理解の促進
「Society5.0」の超スマート社会において、情報と情報通信技術を駆使して主体的に行動できる問題発見・解決思考の枠
組みを基盤とした情報活用能力の到達目標、教育・学修方法、学修成果の評価に関するガイドラインを公表しています。
とりわけ、政府としてデータサイエンス、AIの初級教育を全大学生に展開する方針が決められたことを受けて、データ
が価値を持つデジタル社会の可能性と危険性を認識し、IoT、モデル化、シミュレーション、データサイエンス、AI、プ
ログラミング等を適切に活用する能力の教育を中心に再構築しました。
②　「大社接続」による教育のオープンイノベーションの研究
理論と実践をマッチングした学修体験を実現する課題として、大学の教育資源に限界があることから、地域社会、企業
の人的・物的資源を教育現場に活用し、価値創造の教育に繋げていく大学と社会が接続する仕組みと運営、スタートアッ
プの学修を組み込んだ授業モデルの研究を産業界と連携して進めています。
③　データサイエンス・ＡＩ教育を支援する研究
データサイエンス教育が必須化になることを受けて、本協会に「大学における数理・データサイエンス・AI教育支援プ
ラットフォーム」を設けて、政府の取組、大学モデルカリキュラムの動向、政府が認定する教育プログラムの取組み事例、
私立大学の教育実践例、海外MOOCs、産学連携による取組み、データサイエンスのコンテスト活動の紹介など、可能な
範囲で情報を配信していきます。
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4. 大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
インターネットによる教育研究コンテンツの相互利用
大学における教育研究用電子著作物の相互利用を支援するため、インターネ
ットを介して電子著作物の相互利用と権利処理手続きを無料で代行します。ま
た、教育の情報化を推進するため、ｅラーニングなどコンテンツ利用環境の改
善を目指して、教育利用による著作権法改正の実施に向けて情報提供等の紹介
を展開しています。

産学連携による教育支援の推進
大学教員と産業界関係者による人材育成に関する意見交流の場として、「産学
連携人材ニーズ交流会」を毎年開催し、オープンイノベーションに関与できる
人材育成の重要性や仕組みづくりについて認識を共有します。
また、教員の教育力向上を促進するため、情報関係企業の協力を得て、事業戦略及び社員の人材育成について知見を共有
し、教員が授業を振り返える機会を支援する「大学教員の企業現場研修」を実施しています。
さらに、国立・公立・私立の大学１・２年生にIoT、ビッグデータ、人工知能、ロボットなどによる第４次産業革命に関
する興味・関心を抱き、イノベーションに関与する姿勢を醸成できるよう支援するため、「学生による社会スタディ」を実
施し、有識者からの情報提供と質疑応答を踏まえて、グループで「ICTを活用して未来社会にどのように向き合うか」意見
交流し、その成果を本協会で審査して優れた取り組みに「優秀証」を発行しています。

教育改革実現のための情報環境整備計画調査による財政
支援の提案
毎年、全国の私立大学を対象に情報環境に対する財政支援の計画を調査し、
私立大学における教育活動の質向上、地域社会・産業界との連携、グローバル
人材の育成に必要な情報環境の維持・充実に必要な財政支援を文部科学省等関
係機関に提案し、整備促進を支援します。

情報環境整備の自己点検・評価
４～６年間隔で加盟大学を対象に調査を行い、情報環境の整備実態及び利用
状況の自己点検・評価を解析し、「私立大学情報環境白書」をとりまとめ、情
報環境に対する取り組みの振り返りを通じて、改善に向けた対応策の理解促進
を図ります。2018年12月に調査を実施し、2019年５月に白書をとりまとめネ
ット上で公開し、大学、文部科学省、関係団体等に理解を呼びかけています。
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5. 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰
教員対象
・情報通信技術（ICT）を活用した優れた教育実践の評価と表彰
毎年８月上旬に全国の大学関係者を対象に「ICT利用による教育改善研究発表会」を文部
科学省の後援を受けて開催し、教育改善の実践事例として有用な研究発表を選定評価し、
表彰を通じて全国の大学に優れた教育改善の取組みとしてネット上で広く紹介しています。
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・教育指導能力の向上を図るための情報通信技術（ICT）の研究講習
毎年２月下旬または３月上旬に私立大学の教員を対象に情報通信技術活用能
力の習得を目指して「FDのための情報通信技術研究講習会」を開催し、事
前・事後学修及び対面授業を支援するLMS(ラーニングマネジメントシステム)
の活用法、教員と学生、学生同士の対話環境を支援するツールの活用法、モバ
イルによる動画教材の作成法、アクティブ・ラーニングの授業マネジメントの
工夫、講義を活性化するICTの使用法などをアラカルト方式で支援を行ってい
ます。 

職員対象
・職員の業務改善能力を強化するための情報通信技術活用力（ICT）の研修
私立大学の職員を対象に「大学職員情報化研究講習会」を毎年７月と12月に
開催し、ICTを活用した教育・学修支援のマネジメント、ICT活用による学修
成果の可視化、IRの活用と効果・課題、ICT活用による業務改善などへの関与
の仕方を 研修し、職員の職務能力の強化促進に努めています。

教員・職員対象
・教育改革のための情報通信技術活用（ICT）に伴う知識と戦略の普及
文部科学省の後援を受けて、全国の大学を対象に毎年９月上旬に「私情協 教育イノベーション大会」を実施し、高等教
育に対する国の取組み、大学の教育改革を効果的に促進するICT活用の教育戦略、オンライン授業の取組対策、初級水準の
AI教育、ICT活用スキルの紹介、ICT活用の授業研究の紹介などについて認識の共有・理解の普及に努めています。

・短期大学の教育力向上を図るための取組み等の連携及び戦略の探求
短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、複数の私立短期大学と自治体等が
協働する「地域貢献支援活動のコンソーシアム」をネット上に形成し、教育を通じた高齢者の支援事業、地域価値発見の支
援事業、地域課題取組情報の共有支援事業を試行し、支援事業のニーズや課題を点検し、実現に向けた戦略などを協議する
ため、必要に応じて「短期大学教育改革ICT戦略会議」を開催します。

・情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
学校法人及び大学が所有する情報研究資産、金融資料、マイナンバー等の情報資産を安全に管理・運用できるよう情報セ
キュリティ対策の危機管理能力の強化を推進するため、毎年８月下旬に私立大学を対象に「大学情報セキュリティ研究講習
会」を開催し、サイバー攻撃に対する脅威の周知と危機意識を高めるため、ベンチマークテストを踏まえた防御対策の点検
と改善策の探求、実践的なセキ
ュリティ技術の修得を通じて研
究・討議します。また、本協会
のサイトにプラットフォームを
設け、情報セキュリティ対策に
取組む大学情報のアーカイブ化
に努めています。
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〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4階
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473　info@juce.jp 

高度情報化の推進・支援として
● ３年ごとに情報化投資額の費用対効果の点検を本協会
から受けることで、費用の有効性※を洗い出し、教育の質
的転換に向けた情報環境活用対策の改善点を指摘し、大
学ごとにフィードバックします。
● 教育改革に求められるICTの活用、教育・学修支援、財
政援助の有効活用など、加盟校の要請に基づき個別にキ
メ細かい相談・助言を提供しています。
● ICTを活用したアクティブ･ラーニング、ｅラーニング
専門人材の育成、IR等を支援する拠点校、クラウドの活
用等について支援する国立情報学研究所と必要に応じて
連携し事業の推進を支援するとともに日本としての
MOOC環境を整備するため、日本オープンオンライン教
育推進協議会（JMOOC）に対して助言等の支援をします。
● 放送局の映像コンテンツを教育に再利用する可能性等
を研究し、働きかけます。

経営管理者等に対する情報通信技術（ICT）を活用した教育政策の理解普及として
● 加盟校の理事長、学長、役員、学部長、学科長（短期大学）等本人による「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」を
開催します。これにより、教育改革とICTを結び付けた最新の戦略情報を得ることができます。
● 加盟校の事務局長、部・課長を対象とした「教育改革事務部門管理者会議」を開催し、教学マネジメント体制の構築
にICTを活用する最新の情報を提供します。

本協会で実施した発表会、大会等の映像コンテンツ（令和元年度152件、平成30年度
122件、29年度129件）を希望に応じて配信します。コンテンツは毎年度更新され拡
大していきます。
● 遠隔地の大学・短期大学でも会員の特典として毎年実施している講演や研究発表の
動画を閲覧できますので、教員・職員の職能開発に活用できます。
● 映像コンテンツは有料ですが、２年目は１割、３年目は無料となり、現在平成29年
度のコンテンツは申込に応じて全て無料で配信します。

公益社団法人　私立大学情報教育協会

6. この法人の事業に対する理解の普及
公益目的事業に対する理解の促進及び普及をはかるために、機
関誌「大学教育と情報」を年４回、全国の大学、政府、関係機関
等向けに発行しています。また、インターネット上で事業の経過
及び成果を随時情報公開するとともに、意見の収集を行い、事業
の見直しなどに反映できるようにしています。また、北海道地域、
東北地域、中部地域、中・四国・関西地域、九州地域にて事業報
告交流会を実施して、事業への理解促進及び意見をうかがい、事
業改善に役立てることにしています。

会員を対象としたその他の事業

教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンドの配信
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1

事業活動報告

ICTを活用した教育改善モデルの紹介

ＩＣＴを活用した教育改善モデルの研究成果を広く理解いただくため、本協会ホームページ
に平成２４年度より掲載の大学教育への提言「未知の時代を切り拓く教育とＩＣＴ活用」の２
章に掲載の31分野に亘る教育改善モデルの考察結果を抜粋して紹介しています。

本章では、未来を切り拓く若者の育成を学士課程教育でどのように実現することが望ましいか、５年先を
目指し専攻分野ごとに理想的な教育の仕組みを追及した改善モデルの構想を提案することにした。構想の基
調は、これまでの教員主導による授業の在り方を振り返り、学生が主体的に授業に取り組み、達成感や自信
を培うことができるよう学生本位の学修の仕組み作りを目指した。そのため、提案している授業改善モデル
の実現には、教員の個人的努力では対応できない教学・経営管理面での課題が山積しており、理事長、学長、
学部長などのガバナンスの決断が求められる。このような背景から本章は、大学ガバナンスに関係される
方々を中心に、学士力の実現に向けた教育現場からの課題を理解いただけるように努めた。

ここに紹介する教育改善モデルは、専攻分野における学士力の到達目標の一部を実現するための授業を構
想したものであり全てではない。医学、歯学、薬学、看護学を除く２７分野の学士力は本協会で考察したも
のであり、医療系の学士力はモデル・コア・カリキュラムによった。本モデルの構成は、第１節が「分野別
教育における学士力の考察｣、第２節が｢到達目標の一部を実現するための教育改善モデル｣、第３節が｢改善
モデルに必要な教育力、ＦＤ活動と課題｣とし、学士力から改善授業のモデル、教員の教育力、ＦＤ活動、
大学の課題と体系的に考察を試みた。以下に、モデルの考察に際して特に配慮した点を掲げる。

①　就職活動による学修期間の短縮問題は、経済界の自主努力で改善されることが期待できるとした。
②　ゆとり教育による学力低下問題は、平成２４年度に中学校、２５年度から高校で新学習指導要領に基

づく課題探求型の学習と自己との関連付けの学習が徹底されることで、今後改善が期待できるとした。
③　｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるようにすることが喫緊の課題であるとし

た。
④　教養科目と専門科目、専門基礎と専門応用の科目の統合を促進するとともに、授業科目を体系化・総

合化するなど、教員間で連携したチームによる学修を組織的に取り入れる必要があるとした。
⑤　授業科目が多く事前・事後学修時間の確保が困難、統合授業など教員間での調整が必要とした。
⑥　学生が自らの問題として授業を受けとめ主体的に学修する理想的な仕組みを創り出すことにした。
⑦　学修成果を質保証するために卒業試験、卒業論文などの出口管理の厳格化、客観的な到達度評価の基

準を作る必要があるとした。また、卒業までに学修成果を確実に修得できるよう学修ポートフォリオ
で不足している能力を洗い出し、大学が個々の学生に学修支援する仕組みを設けることが不可欠とし
た。

⑧　本モデルは、｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるように、教育改善全般に亘り
構想するものであり、教室での対面授業を基本とする中で必要に応じてＩＣＴを用いることにした。

⑨　教育改善のイメージとしては、「教員の授業以外にＩＣＴを活用して社会や世界の学識者と協力して
学べるようにする」、「グループによる学び合いを学修支援システムで展開する他、学修成果を学内外
で発表・講評し、学修成果の振り返りを繰り返す中で学修の通用性を体験させる」、「学生目線でグル
ープ学修の相談・助言を学内ＬＡＮ上で支援する」、｢不足する基礎知識を履修後も教員間の連携によ
り学内ＬＡＮ上で卒業までの期間を通じて定着・発展させる｣、「学外教員による口頭試問の外部評価
試験」などとした。

⑩　教育改善モデルの実現性を高めるため、教員に期待される教育力を考察した。専攻分野における教員
の姿勢、高度な知識、経験の視点から専門性を整理した上で、改善モデルに求められる特徴的な教育
力を抽出し、その上で教育力を高めるＦＤ活動とＦＤ活動活性化に求められる大学の課題を整理した。
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１

化化学学分分野野

我々は物質文明によって恩恵を受ける一方で、環境破壊、資源の枯渇、エネルギー問題など、これ
まで経験したことのない地球規模での問題に直面している。このような中で将来に向けて持続可能な
社会を構築するためには、物質がもたらす無限の可能性を追求する化学の役割は極めて大きい。
化学教育は、現在直面している様々な問題を認識し、持続可能な社会を目指した方向性やあるべき
姿を考えるための基礎的能力の修得を目指している。すなわち、物質を有効に活用することで将来の
社会の発展に役立てられるようにすることである。
そこで、我々は物質の利害得失を理解し、活用する社会人基礎力としての科学的リテラシー教育と、
物質の本質を正しく理解し活用するための専門教育の側面から学生が身につけるべき達成目標を考察
した。
科学的リテラシー教育としての一般レベルでは、化学の基本的な知識を用いて身の回りの現象・事
象を科学的に考え、有効性や危険性について具体的に考察することができることに重点を置いた。
他方、専門教育では、身の回りの現象・事象変化に加え、原子・分子のレベルから物質の構造・性
質・変化を総合的に理解し、安全性・信頼性などに配慮して物質を適切に活用できる専門基礎能力の
修得に重点を置いた。
そこで、化学教育における学士力の到達目標として、以下の三点を考察した。
第一に物質科学の観点から、身の回りの現象・事象や環境・食料・エネルギーなど多くの問題を適
切に認識し、判断できること、第二に物質の性状や化学反応の基礎知識、実験技術及び数値解析技術
を用いて問題解決に取り組むことができること、第三に現代化学における新たな知見に基づいて論理
的思考を行い、安全性・信頼性などに配慮して、物質を適切に活用することができることとした。

【到達目標】
物質科学の観点から、身の回りの現象・事象や環境・食料・エネルギーなど多くの問題を適切
に認識し、判断できる。

ここでは、化学の基本的な知識を用いて、身の回りの現象・事象を科学的に考えることができなけ
ればならない。そのためには、衣食住に関わる生活用品がどのような分子から作られ、有効性や危険
性について判断できる能力を養うことを目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
＜一般レベル＞
物質と粒子の構成、原子と分子、分子と分子集団、状態変化、化学反応、物質と人間生活、物質と
生命など
＜専門レベル＞
一般レベルの内容に加えて、物質の分類と特徴、命名法、基本的な物質の取り扱いなど

【到達度】
＜一般レベル＞
①　身の回りの物質が生活環境や健康に及ぼす有効性や危険性などに関する情報を正しく理解できる。
②　身の回りの物質がどのように作られているかを概略として理解できる。
③　身の回りの化学変化を物理変化と区別できる。
④　身の回りの物質を原子・分子及びその集団の観点から認識できる。
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３

２

＜専門レベル＞
①　身の回りの物質が生活環境や健康に及ぼす有効性や危険性などに関する情報を正しく理解できる。
②　身の回りの物質がどのように作られているかを概略として理解できる。
③　物質の性質を原子・分子及びその集団のレベルで理解できる。
④　基本的な物質の種類と特徴、命名法を理解できる。
⑤　物質の化学反応を原子・分子レベルで説明できる。
⑥　物質の変化を定量的に扱うことができる。
⑦　基本的な物質の性質を理解し、実験で安全に取り扱うことができる。

【測定方法】
＜一般レベル＞
①～④は、客観式の筆記試験、演習、レポートなどを組み合わせて確認する。
＜専門レベル＞
①～⑦は、客観式・論述式の筆記試験、演習、実験とそのレポートなどを組み合わせて確認する。

【到達目標】
物質の性状や化学反応の基礎知識、実験技術及び数値解析技術を用いて問題解決に取り組むこ
とができる。

ここでは、物質が様々な粒子から構成され、その結合様態により物質の性質が定まること、この物
質を構成する粒子の組み換えが化学変化であること、この化学変化がエネルギーの変化、速度、平衡
と密接に関連することを理解させねばならない。そのためには、実験技術の修得と得られたデータを
解析する過程を通じて、帰納法により課題発見し、問題解決する能力の修得を目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
＜専門レベル＞
物質の構造と性質・化学結合・化学量論・化学エネルギー・反応速度・化学平衡・物質の分離と分
析(実験を含む)・物質の合成(実験を含む)など。
【到達度】
＜専門レベル＞
①　基本的な物質の構造から化合物の性質を類推できる。
②　物質の変化とそれに対応するエネルギーの変化との関係を理解できる。
③　平衡論と速度論の観点から現象を理解できる。
④　分離・分析・測定法の基本原理を理解し、実験技術を活用できる。
⑤　化学的な視点から実験結果を解析することができる。

【測定方法】
＜専門レベル＞
①～⑤は、客観式・論述式の筆記試験、演習、実験とそのレポートなどを組み合わせて確認する。

【到達目標】
現代化学における新たな知見に基づいて論理的思考を行い、安全性・信頼性などに配慮して、
物質を適切に活用することができる。

ここでは、燃料廃棄物処理や温暖化ガス排出、レアアース・レアメタル代替、シェールガス革命、
再生可能エネルギー開発などに対して理論的な評価を行い、高い安全性と信頼性を前提とした社会の
持続的な発展に化学的観点から貢献できなければならない。そのためには、ナノ材料、高性能複合材
料、バイオ医薬品やバイオポリマーなどの新しい物質の性質を理解し、その創成技術の修得を目指す。
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【コア・カリキュラムのイメージ】
＜専門レベル＞
ケーススタディ・卒業研究などの課題研究、化学技術と環境、安全教育、技術者倫理、化学情報など

【到達度】
＜専門レベル＞
①　物質の持つ有用性と危険性を認識し、安全に活用できる。
②　化学情報を適切に入手し、活用できる。
③　物質の開発や新たな応用の方法を理解できる。
④　化学技術が生活・健康・地球環境などに及ぼす影響を理解し、指摘できる。
⑤　物質に関する法令や技術者倫理を理解できる。

【測定方法】
＜専門レベル＞
①～③は、口頭発表、卒業論文などにより確認する。
④と⑤は、客観式・論述式の筆記試験、演習、レポートなどを組み合わせて確認する。

化化学学教教育育ににおおけけるる教教育育改改善善モモデデルル【【１１】】
上記到達目標の内、「物質科学の観点から、身の回りの現象・事象や環境・食料・エネルギーなど多
くの問題を適切に認識し、判断できる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

１．到達度として学生が身につける能力
＜一般レベル＞　例えば文系などの化学を教養として学ぶ学生を対象とした水準
①　身の回りの物質が生活環境や健康に及ぼす有効性や危険性などに関する情報を正しく理解できる。
②　身の回りの物質がどのように作られているかを概略として理解できる。
③　身の回りの化学変化を物理変化と区別できる。
④　身の回りの物質を原子・分子及びその集団の観点から認識できる。

２．改善モデルの授業デザイン
22..11  授授業業ののねねららいい
科学技術の利便性と危険性を適切に判断するためには、正しく物質を理解し、物質が関与する身
の回りの現象を適切・客観的に判断できることが重要であるが、多くの学生は化学の本質を認識で
きず、暗記や問題の解法手続きの修得に偏重しやすく、科学的態度が身についていない。
ここで提案する授業は、物質科学の観点で環境・食料・エネルギーなどから課題を設定し、有用
性と危険性などの視点を踏まえて議論・考察することで、安全性を前提とした社会の持続的な発展
に関与できることを目指す。

22..22　授授業業のの仕仕組組みみ
ここでは、初年次教育を想定しているが、学びが定着できるように授業終了後もネット上で学修
の場を提供することを前提としている。基礎・基本の部分は講義形式で進め、修得した知識が身の
回りの諸問題とどのように関わっているかをグループなどでディスカッションさせる。そのため
に、社会の専門家を交えた大学間コンソーシアムの中で、フォーラムを開催し、議論の主な内容
をデータベース化する。その上で、初年次教育終了後も学内の関連分野と連携して学びを継続する
ことで自己との関連付けを行う（図）。
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22..33　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたたシシナナリリオオ
以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　身の回りの物質が原子と分子の組み合わせでできており、どのような化学変化・物理変化によっ
て作られているかをシミュレーション映像などにより理解させる。
②　身の回りの物質が生活環境や健康に及ぼす有効性や危険性について、映像及び参考資料を用い
て講義し、学修支援システムに記入させ、理解の確認を行わせる。
③　物質科学の観点で環境・食料・エネルギーなどから課題を設定し、物質が生活環境や健康に及
ぼす有用性と危険性などについてグループ間で調査・ディスカッションさせ、フォーラムでの議
論を踏まえて結論の妥当性を検証させ、可能性と限界を考察させる。
④　初年次教育終了後、学内の関連分野の授業と連携した統合プログラムを構築し、問題発見・解
決に物質科学の視点を織り込んだ授業をネット上で展開する。

22..44　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修内内容容・・方方法法
以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　教員連携によるｅテキストを用いて予習、復習させ、上級学年生・大学院生などのファシリテー
ターが学びを支援し、理解度テストなどで学修を確認させる。
②　燃料電池などを題材にして化学物質が生活環境や健康に及ぼす有用性や安全性について講義し、
その原理、構成、性能、経済性などをグループや協働で学ばせ、その結果を対面やネット上で発
表させる。
③　フォーラムを通じて企業の研究・製造の現場担当者から関連する情報の提供を受け、学びを振
り返えりさせる。

④　到達度の自己点検の評価軸を明示し、各自が学修活動に関する省察と評価を行う。

22..55　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししてて期期待待さされれるる効効果果
①　企業などの現場情報を取り入れることで、化学が単なる理論の学修ではなく、実社会と密接に
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関わり合っていることを認識することができる。　
②　対面やネットによるグループでの学びを通じて多様な視点から学修できる。
③　グループでの学び合いや相互評価を通じて、自己との関連付けを行い、自ら学ぶ姿勢を身につ
けさせることができる。

22..66　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修環環境境
①　教員連携によるｅテキストの開発や共同で利用する環境が必要になる。
②　学修ポートフォリオシステム、学修支援システムなどが必要になる。
③　学修を支援する上級学年生・大学院生などのファシリテーターが必要になる。
④　企業や学外の専門家がネットを通じて授業を支援できるクラウド環境が必要になる。

３．改善モデルの授業の点検・評価・改善
この授業の点検・評価・改善は、初年次教育を担当する教員と関連分野の担当教員が学修ポート
フォリオの情報を共有し、それぞれの立場で授業の振り返りを行い、意見交換を通じて課題の洗い
出しと改善に向けた方策を模索する。また、総合的な視点に基づく振り返りを行うため、大学間コ
ンソーシアムを通じた意見交流を行い、中立的な立場からの示唆を受けて行う。

４．改善モデルの授業運営上の問題及び課題
①　教員間の連携を組織的に推進するための大学ガバナンスの発揮が必要になる。
②　大学を超えて企業や学外専門家から現場情報の提供を受けるコンソーシアムの仕組みが必要で
ある。
③　上級学年生・大学院生などのファシリテーターが学修を支援する体制を組織的に構築する必要
がある。

化化学学教教育育ににおおけけるる教教育育改改善善モモデデルル【【２２】】
上記到達目標の内、「物質科学の観点から、身の回りの現象・事象や環境・食料・エネルギーなど多
くの問題を適切に認識し、判断できる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

１．到達度として学生が身につける能力
＜専門レベル＞　化学及び化学関連分野を専門とする学生を対象とした水準
①　身の回りの物質が生活環境や健康に及ぼす有効性や危険性などに関する情報を正しく理解できる。
②　身の回りの物質がどのように作られているかを概略として理解できる。
③　物質の性質を原子・分子及びその集団のレベルで理解できる。
④　基本的な物質の種類と特徴、命名法を理解できる。
⑤　物質の化学反応を原子・分子レベルで説明できる。
⑥　物質の変化を定量的に扱うことができる。
⑦　基本的な物質の性質を理解し、実験で安全に取り扱うことができる。

２．改善モデルの授業デザイン
22..11  授授業業ののねねららいい
これまでの授業では、有機化学、無機化学、物理化学などの分野ごとに知識や理論の基礎を系統
的に教えているが、化学全体を総合的に学ぶ力が身についていない。
ここで提案する授業は、専門分野を学ぶ前段階として身の回りの現象・事象を通じて、物質の構
造・性質・反応性を総合的に学修させることで、物質を原子・分子及びその集団のレベルで理解で



49JUCE Journal 2020年度 No.2

事業活動報告

きるようにすることを目指す。

22..22  授授業業のの仕仕組組みみ
ここでは、化学関連分野を専門とする初年次の学生を対象とするが、学びが定着できるように授
業終了後もネット上で学修の場を提供することを前提としている。基礎・基本の部分は講義形式で
進め、修得した知識
が身の回りの諸問題
とどのように関わっ
ているかをグループ
などでディスカッショ
ンさせる。初年次以降
も専門科目の授業と
の関連の中で物質の
構造・性質・反応性
を総合的に身につけ
させるため、各科目
の教員が連携して授
業を行うためのプ
ラットフォームを
ネット上に構築する。
また、学生が協働で
教え合い・学び合いできる仕組みを設ける。
学修到達度の確認は、教員コンソーシアムによる達成度評価システムで行う（図）。

22..33　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたたシシナナリリオオ
以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　高校までの学修で化学の基礎知識が到達していない場合には、学修支援システムのサイトにおい
て学生の能力に応じたｅラーニングを行う。
②　プラットフォーム上で基礎教育と専門科目の教員が授業内容など基礎から応用までの４年間を通
した教育計画を策定し、卒業時点で学修成果を質保証できるようにする。
③　授業はグループでの学び合いを積極化するため、上級学年生によるファシリテーターを導入する。
④　学修成果の通用性を点検・確認するため、学修成果を社会に公表して外部の助言を求める。
⑤　学修到達度の確認は、グループ発表にどのように各個人が関与したかを学修ポートフォリオ上で
相互評価させる。

22..44　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修内内容容・・方方法法
以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　３次元描画やシミュレーションなどを利用して、身の回りにある物質が分子・原子・イオンな
どで構成され、物質の性質や原子や分子などの組み合わせで新しい物質を創生する学問であるこ
とを理解させる。
②　環境・食料・エネルギーなどを題材にした学修課題、資料を学修支援システムで配布し、興味
を持たせるための動機付けを行うとともに、講義内容のオンデマンド配信により学修効果を高める。
③　課題に対してグループでＫＪ法やクラウドマインドマップなどの創造的問題解決技法を用いて
全体のまとめを発表させ、議論の経過を学修支援システム上に掲載することで、グループ間での
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成果を共有する。その際、必要に応じて上級学年生のファシリテーターが学修を支援する。
④　学修支援システムで理解度の把握を行うとともに、質問・問題点を公開し、全体の理解を深める。
⑤　教員コンソーシアムによる基礎知識の達成度試験をネット上で行う。
⑥　学修成果を対面や学修支援システム上で発表させ相互評価し、その結果をネット上に掲載して、
振り返りを行わせる。

22..55　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししてて期期待待さされれるる効効果果
①　分子構造などを３次元描画やシミュレーションなどで提示することで視覚的に理解させること
ができる。
②　学修支援システムを通じてオンデマンドで教員と上級学年生が学修を支援することができる。
③　グループ間で学修成果を共有することで多面的に学びを深めることができる。
④　学生間の相互評価やネットを通じて外部の意見や評価を受けることで、学びの振り返えりがで
きる。
⑤　基礎知識について試験をネット上で行うことで達成度が客観的に評価できる。

22..66　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修環環境境
①　学修支援システムやグループで協働学修するためのプラットフォームが必要である。
②　３次元描画やシミュレーションなど、動的状態の提示ができるデータベースが必要である。
③　学修を支援する上級学年生・大学院生などのファシリテーターの体制が必要になる。
④　企業や学外の専門家がネットを通じて授業を支援できるクラウド環境が必要になる。

３．改善モデルの授業の点検・評価・改善
この授業の点検・評価・改善は、初年次教育を担当する教員と関連分野の担当教員が基礎知識の
達成度評価システムと学修ポートフォリオの情報を共有し、それぞれの立場で授業の振り返りを行
い、意見交換を通じて課題の洗い出しと改善に向けた方策を模索する。また、総合的な視点に基づ
く振り返りを行うため、大学間コンソーシアムを通じた意見交流を行い、中立的な立場からの示唆
を受ける。

４．改善モデルの授業運営上の問題及び課題
①　大学ガバナンスとして基礎教育と専門科目の教員が授業内容の４年間を通した教育計画を策定
し、卒業時点で学修成果を質保証できるようにすることが必要である。
②　学修成果を質保証するため、教員や上級学年生・大学院生などのファシリテーターが協働して
学修を支援する体制が必要である。
③　３次元描画やシミュレーションなどのデータベースを共有する教育クラウドなどの構築が必要
である。
④　私立大学情報教育協会を拠点とする教員コンソーシアムによる基礎知識の達成度試験のデータ
ベースが必要である。

【【１１】】化化学学教教員員にに期期待待さされれるる専専門門性性　
①　持続可能な社会の発展と地球環境の保全に向け、科学者としての使命感と倫理観を有している
こと。
②　科学技術社会の現状を振り返り、ミクロとマクロの問題を物質科学の観点から複眼的・統合的
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に捉えられること。
③　理論と実証を通じて化学現象を解明し、機能性物質の発見・創生に取り組めること。
④　社会の発展と化学との関係に気付かせ、興味・関心を抱かせることで、主体的な学修に取り組
ませられること。
⑤　ＩＣＴなどの教育技法を駆使して、集約・検証・応用を通して、課題解決型の教育ができること。

【【２２】】教教育育改改善善モモデデルルにに求求めめらられれるる教教育育力力　
①　授業のカリキュラム上の位置付けを教員間で共有し、カリキュラムポリシーに沿った授業を実
施できること。
②　化学の知識を実際の事例などを用いて身の回りの事象と関連付けて理解させられること。
③　専門分野の立場から物質を科学的に捉えさせられること。
④　初年次教育終了後も関連分野の授業と連携し、ＩＣＴを活用した統合授業をマネジメントでき
ること。
⑤　主体的な学修を実現するために、グループダイナミックスと相互評価を組み合わせて効果的な
授業マネジメントができること。
⑥　学修成果を可能な範囲で学内外に発信し、評価や助言を受け、その結果を授業に反映できること。
⑦　ＩＣＴなどを活用して学生とのコミュニケーション、適切な教材作成、ｅラーニングができる
こと。

【【３３】】教教育育力力をを高高めめるるたためめののＦＦＤＤ活活動動とと大大学学ととししててのの課課題題　
（（１１））ＦＦＤＤ活活動動
①　教員間の連携のもとに授業内容とカリキュラムポリシーとの整合性の確認及び検討を定期的に行
う必要がある。
②　教育方法に関する研究報告会を集中的に開催し、学修理論に基づいて指導法の向上を図る必要
がある。
③　ＩＣＴを活用した統合授業のマネジメント技法を修得させるためのワークショプを組織的に行
う必要がある。
④　グループでの学修や対話型授業などの指導法の実践について、ワークショップを組織的に行う
必要がある。
⑤　関連分野の教員や実務に携わる専門家と学修成果・内容について、定期的に意見交換を行う必
要がある。

（（２２））大大学学ととししててのの課課題題
①　ＩＣＴを活用した教育改善を支援する組織と環境を持続的に整備する必要がある。
②　教員の教育活動を把握し、教育改善のインセンティブを高めるための支援に取り組む必要がある。
③　学内外の教員及び社会の専門家から協力を得るために、連携の呼びかけ、制度の整備及び財政
的な支援を行う必要がある。
④　教材コンテンツ、ネットを介した評価や意見交換の結果などを大学間でアーカイブし、共有で
きるようにする必要がある。
⑤　世界を視野に入れた教育の質保証を持続的に行う責任がある。
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１．開催の趣旨
問題発見・解決型教育（PBL）の推進に向けて、

検討しておくべき教育体制及び教育方法等につい

て論点を整理するとともに、学修環境としての学

びのプラットフォームとファシリテータによる支

援体制、ビデオ試問による思考力等の到達度点

検・評価・助言の仕組みについて、意見交換を通

じて実現可能性を探求します。

２．開催のねらい
アクティブ・ラーニングの教育方法である「問

題発見・解決型教育（PBL）」の推進普及を中心

に、次の観点を意見交流します。

①　答えが定まらない課題を通して自ら問題を

発見し、原因を見極めて解決策を考察する訓

練として、地域社会や国連の持続可能な開発

目標（SDGs）などをテーマにしたPBLの学

修方法についてICTの活用法を含めて研究し

ます。

②　ネット上で分野を横断して学外有識者の知

見に触れる中で、チームで議論して知見の組

み合わせを行い、論理的・批判的思考力、合

理的な判断力、新しい価値創造を生み出す授

業モデルの可能性を研究します。

③　ネット上で議論・考察する環境として、問

題点の整理、課題の発見、問題解決策を意見

交換し、発表・評価・振り返りを可能にする

学びのプラットフォームの在り方を研究しま

す。

④　クラウドを活用した外部者のビデオ試問に

よる思考力等の点検・評価・助言モデルの必

要性を確認し、仕組みの実現性について探求

します。

令和元年度 (2019年度)

分野連携アクティブ・ラーニング対話集会の結果報告

2

３．分野連携グループの構成
①　社会福祉学、社会学、教育学、統計学、体

育学、英語教育、法律学、政治学、国際関係

学、コミュニケーション関係学のグループ

②　経営学、経済学、会計学、心理学、数学、

機械工学、経営工学、建築学、電気通信工学、

物理学、土木工学、化学、生物学、被服学、

美術・デザイン学のグループ

③　栄養学、薬学、医学、歯学、看護学・リハ

ビリテーション学のグループ

４．プログラム（３グループ共通）
（１）開催趣旨の説明

（２）アクティブ・ラーニングの話題提供

（３）意見交流

①　地域社会及びSDGs（持続可能な開発目標）

の課題解決を訓練するPBLの必要性と教育方

法

②　知の創造を目指すICT活用の分野横断フォ

ーラム型授業の進め方と課題

③　学びのプラットフォームづくりとファシリ

テータによる支援体制

④　外部者のビデオ試問による思考力等の点

検・評価・助言モデルの仕組みと導入に向け

た準備

５．分野連携による対話集会の実施結果
令和元年12月に２グループ、令和２年１月に

１グループの対話集会を加盟大学の教室を借用し

て開催した。出席者は３グループ全体で196名で

した。

対話集会の進め方は、最初に話題提供として

ICTを活用した教育改善の取組み事例を４〜６件

報告し、その後で「課題解決を訓練するPBLの必

要性と課題」、｢学びのプラットフォームづくりと

教員の役割」、｢ビデオ試問による思考力等の点



足する思考力、問題発見・解決力、科学的考

察力、価値創造力、論旨明快な表現力などの

能力要素の到達度を点検し、学生自身に気づ

かせるモデルとして一応の理解が得られた

が、具体的な仕組みなどについてはビデオ試

問の試作イメージの例示や標準的な能力要素

の到達度ルーブリックの策定、実現に向けた

組織作りなど、今後研究を進める必要性が確

認された。

６．３グループの開催プログラム及び
開催結果

（１）社会福祉学、社会学、教育学、統計学、
体育学、英語教育、法律学、政治学、国際
関係学、コミュニケーション関係学の分野
連携グループ

プログラム
開催日時 令和元年12月14日（土）13：00

〜17：00

開催場所 日本大学通信教育部市ヶ谷キャン

パス

参加者 58名

話題提供の内容
①　法律学分野

ICTを活用した『分野横断法政策等フ

ォーラム型授業』の提案と実践

中村　壽宏　氏（神奈川大学法学部

教授）

②　統計学分野

価値創造型データサイエンス（DS）

教育の取組み

竹内　光悦　氏（実践女子大学人間

社会学部教授）

③　社会学分野　

伝統文化の継承を図る調査演習(PBL)

にICTを活用する授業改善の取組み

亀井　あかね　氏（東北工業大学ラ

イフデザイン学部講師）

④　コミュニケーション関係学分野

映像制作を通し、批判的思考力、創造

力、倫理観、共生力を育成する授業改善

の取組み

検・助言モデルの仕組み」について、意見交換し

ました。以下に３グループ共通に見られた点を掲

げます。

（１）学生が主体的に問題を発見し、知識を活
用して解を見出していく訓練について
知識伝達型の授業から、問題発見・課題解

決型のPBL授業に転換していく必要性が７割

以上見られるようになりました。「問題解決

のアプローチ・実践力の獲得」、「知識の使い

方を体験・学ぶことの重要性を気づかせる」、

「多分野で協働し論理的・批判的思考力、価

値創造力の獲得」の順で参加者のほとんどが

認識していることが確認されるとともに、

PBL授業を組織的に進めるには、副専攻制度

などの教育プログラムを大学として本格的に

検討していく必要があることが確認された。

（２）PBL授業の進め方について
｢共通知識がない学生の取り扱い」、｢学外

者を交えた対話型授業の仕方」、「ICTを活用

したフォーラム型授業のプラットフォーム作

りと授業運営」、｢学びのフィードバック、フ

ァシリテータとしての教員の役割、学修を支

援する教員のFD強化」が課題となっている

ことが確認された。

（３）ファシリテータの役割について
｢PBL授業の目標と授業内容の意義を説明

し、理解の共有を図る」、「チーム内・チーム

間の発表機会を設け、意見交換を行い振り返

らせる」、「適切な課題を明示又は示唆する」

が比較的多いことが確認された。大学教員が

ファシリテータとしての役割を理解できるよ

うにするには、FDの強化を図る必要がある

ことと、学生が主体的に学びに向き合えるよ

う教員自身の意識改革の必要性が確認され

た。

（４）外部者によるビデオ試問について
PBL授業を体験した学生を対象に思考力等

の点検を行い助言することで、学生自身に不
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菊池　尚代 氏（青山学院大学地球

社会共生学部教授）

⑤　政治学分野

SDGsの視点からICTを活用して国内

外の課題解決を考察する授業改善の取組

み

川島　高峰　氏（明治大学情報コミ

ュニケーション学部准教授）

意見交換の内容（特徴的な意見）
＜地域社会及びSDGs（持続可能な開発目標）の
課題解決を訓練するPBLの必要性と教育方法＞

①　課題解決を訓練するPBLの必要性は、殆ど

の教員が賛同しており、６割強の大学でPBL

の実施または計画されていることが確認され

た。

②　PBLを実施している教員からは、PBLを経

験させることで大学の授業を越えて他大学・

行政・研究会などのイベントに積極的に参加

し、解のない問題を自分たちで考えていく姿

勢が見られることが確認された。

③　PBLの進め方としては、最初は教員が全力

で引っ張るが後半からは少しづつ学生にリー

ダーシップを持たせるようにする。プレゼン

も含めて教え合うことを通じて学びを深める

ことの効果が認識された。他方、知識を持た

せないと解のない問題は解けないのではない

かとの意見もあり、知識教育とPBL教育のバ

ランスを考えて取組むことの必要性が確認さ

れた。

④　教育プログラムにPBLをどのように組み入

れたらよいか意見交流したところ、副専攻制

度による方法が効果的であるとの意見があっ

た。一方、課題として主専攻とのバランスが

課題であることも認識された。

＜知の創造を目指すICT活用の分野横断フォー
ラム型授業の進め方と課題＞

①　医・歯・薬・栄養・福祉系６分野による

「多職種連携フォーラム型PBL授業」の実験

結果を紹介し、ICTを活用することで、大学

や時間を超えた新しい学びが実現できること

の理解を深めることができた。
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②　ICTを用いたフォーラム型PBL授業の進め

方については、学外者を交えた対話型授業の

仕方、プラットフォーム作りと授業運営、学

びのフィードバック、ファシリテータとして

の教員の役割などの課題が確認され、医療系

フォーラム型PBL授業の実験を踏まえたマニ

ュアル化に期待が寄せられた。

＜学びのプラットフォームづくりとファシリテ
ータによる支援体制＞

①　学びのプラットフォームは、EUでは１対

１で専門家からアドバイスを受け、その中で

自分のPBLが作れるようになっている。資料

だけを置いておくプラットフォームでは意味

がなく、プラットフォームで解を作っていく

ようなシステムが期待されることが認識され

た。

②　学生に解決策を考えさせる助言がファシリ

テータの役割と思われるが、多くの教員は論

点や方法を教えてしまい、コーチングでなく

ティーチングになっていることが確認され

た。

＜外部者のビデオ試問による思考力等の点検・
評価・助言モデルの仕組みと導入に向けた準
備・課題＞

外部者によるビデオ試問は、PBL授業を体

験した学生を対象に思考力等の点検を行い助

言することで、学生自身に不足する思考力、

問題発見・解決力、科学的考察力、価値創造

力、論旨明快な表現力などの能力要素を気づ

かせるモデルとして、一応の理解が得られ認

識が共有された。



（２）経営学、経済学、会計学、心理学、数学、
機械工学、経営工学、建築学、電気通信工学、
物理学、土木工学、化学、生物学、被服学、
美術・デザイン学の分野連携グループ

プログラム
開催日時 令和元年12月21日（土）13：00

〜17：00

開催場所 法政大学　市ヶ谷キャンパス

参加者　　76名
話題提供の内容
①　数学分野　

ICTを使った反転授業がもたらす学修

活動の変化と教育効果
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参加者からの事前アンケート結果（一部抜粋）

西　　　誠　氏（金沢工業大学基礎

教育部教授）

②　経営学・経済学分野

産学連携による金融リテラシー教育の

実践

中嶋　航一　氏（帝塚山大学経済経

営学部教授）

③　生物学分野

SDGsの推進を支えるプロジェクトデ

ザイン教育

谷田　育宏　氏（金沢工業大学バイ

オ・化学部講師）



④　電気通信工学分野

ICTを活用した電気回路講義の教育改善

北﨑 訓　氏（福岡工業大学工学部

助教）

⑤　機械工学分野

ｅポートフォリオなどを活用した学修

成果の可視化

高野　則之 氏（金沢工業大学工学

部長、教授）

意見交換の内容（特徴的な意見）
＜地域社会及びSDGs（持続可能な開発目標）の
課題解決を訓練するPBLの必要性と教育方法＞

①　課題解決を訓練するPBLの必要性は、８割

の大学が全学または一部学部で実施している

ことが確認された。

②　参加者の９割がPBLの必要性を認識してい

るが、体制と教員の負担が課題である。対応

策として、教員がチームを作って企業との連

携などに取組むことや、学部・学科・基礎教

員でプロジェクトチームを構成して取組むこ

となどの体制づくりの必要性が認識された。

③　PBLを教育プログラムに組み込む方法とし

ては、副専攻による方法、既設授業の中で行

う方法、学内で分野横断による連携課程の新

設が考えられるが、主専攻とのバランス、自

前主義からの教員意識の変革などが課題であ

ることも認識された。

④　PBLの進め方としては、ある程度共通の知

識がないと議論ができないので事前に教材を

指定して学修させている。例えば、反転学修

で事前に必要な知識を持たせ教室授業で実際

の議論へ持ち込んでいく工夫をしている。

PBLの取組み方などを学び合う教員による学

修の機会が非常に有効。複数の教員で学生を

成長せるためにどういうノウハウを持つべき

か大学での対応が今後の課題となる。

⑤　PBLを実施していく時の課題として、PBL

の授業設計・方法、授業でのICT活用技術の

支援組織の強化、学修を支援する意識が教員

に希薄なのでFDの強化が必要であることな

どが確認された。
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＜知の創造を目指すICT活用の分野横断フォー
ラム型授業の進め方と課題＞

①　医療・福祉系６分野による「多職種連携フ

ォーラム型PBL授業」では、批判的な思考力

の訓練を目指し、プロブレムマップを作り整

理する中で学生自身が学修項目を決めて学び

を進め、振り返りを通じて知見を高めた。

②　法学など文系の複数分野の学生チームによ

る「法政策フォーラム型授業」では、SDGs

などの社会的課題について複数のゼミでネッ

トを通じて議論した。その際、外部の有識者

からネット上でアドバイスを受けることで大

学では得られない社会と連携した授業の実践

が紹介された。

③　以上の実験に対して、蛸壺型の授業ではな

く、大学と社会、大学と企業を交えた横断的

な学びの必要性が改めて認識された。

＜学びのプラットフォームづくりとファシリテ
ータによる支援体制＞

①　ICTを活用した「学びのプラットフォーム」

に求められる機能は、「ビデオの視聴、参考

文献の紹介、関連情報へのアクセス」「教員

と学生、学生間、大学間連携及び有識者との

コミュニケーション」など多くの機能が必要

と認識されているが、私情協で実験授業をし

たところ、PBL授業の目的と進め方、ロジカ

ルシンキングとクリティカルシンキングの違

いなどのオリエンテーションが重要であるこ

とが確認された。

②　ファシリテータの役割としては、｢PBL授

業の目標と授業内容の意義を説明し、理解の

共有を図る」、｢チーム内・チーム間の発表機

会を設け、意見交換を行い振り返らせる」、

｢適切な課題を明示又は示唆する｣が比較的多

いことが確認された。

＜外部者のビデオ試問による思考力等の点検・
評価・助言モデルの仕組みと導入に向けた準
備・課題＞

①　PBL授業を体験した学生を対象に思考力等

の点検を行い助言することで、学生自身に不

足する思考力、問題発見・解決力、科学的考

察力、価値創造力、論旨明快な表現力などの
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能力要素を点検・評価・助言するモデル構想

の必要性を確認したところ、多数の参加者か

ら賛同が得られ、認識が共有された。

②　ビデオ諮問のイメージ映像について、質問

の背景や質問事項を文字や音声で示すのでは

なく、ドラマのような映像を見せる中で問題

の背景や課題を考えさせるコンテンツが望ま

しいとの意見や、専門が異なる教員を交えて

作る必要がある、文系と理系用のビデオ諮問

が複数必要となる、障害を持つ学生や留学生

への対応にも考慮したコンテンツ作りなどに

ついて課題が指摘された。

参加者からの事前アンケート結果（一部抜粋）
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られていることが確認された。

③　PBLを教育プログラムに組み込む方法とし

ては、「副専攻による方法」、「既設授業の中で

行う方法」、「学内で分野横断による方法」が

考えられるが、「学問分野間の連携」、「担当教

員ひとりでの限界」、などの課題があり、自

前主義から脱却して、ICTの活用、外部有識

者の知見の導入などオープンイノベーション

が必要になることについて認識が共有された。

＜知の創造を目指すICT活用の分野横断フォー

ラム型授業の進め方と課題＞

①　医療系の実験授業では、本質を見抜く力を

訓練するために分野横断型の学びを展開して

いる。法学系分野の実験授業では、SDGsな

どの社会的課題について専門分野の知識だけ

でなく多分野の知識や外部の有識者の知見を

組み合わせることで、多面的・俯瞰的に問題

を捉える訓練を目指していることについて理

解が共有された。

② その中で、他学部との連携、他学科との連携

でチーム医療を行う場合は、日程調整が大きな

壁になるので、授業ではなく学生の自由時間の

中でICTを用いて学びたい人が学べるプラッ

トフォームが必要となることが認識された。

＜学びのプラットフォームづくりとファシリテ

ータによる支援体制＞

①　ICTを活用した「学びのプラットフォーム」

に求められる機能は、「教員と学生、学生間、

大学間連携及び有識者とのコミュニケーショ

ン」、「ネットオリエンテーション」、「学修成

果物の掲示・共有」、「ポートフォリオの作成

と教員からのフィードバックの配信」などが

必要であることが確認された。

②　ファシリテータの役割について、７割強の

教員が、｢PBL授業の目標と授業内容の意義

を説明し、授業の進め方や手順を示して理解

の共有を図る」、｢チーム内・チーム間での発

表機会を設け、意見交換を行い振り返らせ

る」、｢適切な課題を明示又は示唆する」、「努

力や成長が見られたら評価する」と認識して

いることが確認された。とりわけ、学生を常

に見てくれているという信頼感を与え、適切

な助言で考えを刺激する示唆を提供すること

（３）栄養学、薬学、医学、歯学、看護学･リハ
ビリテーション学の分野連携グループ

プログラム
開催日時 令和２年１月26日（日）13：00

〜17：00

開催場所 帝京平成大学（中野キャンパス）

参加者 62名

話題提供の内容
①　栄養学分野

反転授業と双方向ツールを活用した授

業改善

鈴木　良雄　氏（順天堂大学准教授）

②　医学分野

シミュレータとICT、学習支援システ

ムを連携させた遠隔PBLによる授業改善

の提案

藤倉　輝道　氏（日本医科大学医学

教育センター教授）

③　栄養学・薬学・医学・歯学・看護学・

リハビリテーション学分野

問題発見・解決力養成を目指したICT

を活用した授業の成果

片岡　竜太　氏（昭和大学歯学部歯

学医学教育推進室主任教授）

④　栄養学・薬学・医学・看護学分野

糖尿病患者をテーマにしたWEBキャ

ンパスの参加型チーム医療の実践と成果

半谷　眞七子　氏（名城大学薬学部

准教授）

意見交換の内容（特徴的な意見）
＜地域社会及びSDGs（持続可能な開発目標）の

課題解決を訓練するPBLの必要性と教育方法＞

①　殆どの参加者が必要性を認めており、既に

７割が導入、検討中が２割あり、取組まれて

いないのは１割程度であることが確認された。

②　医療系の学部では多職種と連携する力を培

う基礎になるため、PBLを低学年から養うこ

とが重要であり、課題を与えるのではなく、

課題を考えさせ、「学生自身にグループで抽

出させることなどが効果的で、「チームで協

働して問題解決に取組む」ことや「主体的に

自分の考えを説明する」、「授業を自分の問題

として捉えるようになった」などの効果が得
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が肝要で、学生が求めても安易に知識の教授

や問題解決の指導などを行わないことの重要

性が認識された。

＜外部者のビデオ試問による思考力等の点検・

評価・助言モデルの仕組みと導入に向けた準

備・課題＞

①　ビデオ試問の仕組みとしては、クラウドを

介して試問コンテンツを提示し、記述でクラ

ウドに回答されたものを外部者が思考力等の

到達状況を点検・評価し、それを大学の担当

教員から学生にフィードックして助言するこ

とにしている。なお、ビデオ試問のイメージ

として、理工系分野のサンプル、思考力等能

力要素のルーブリック案を紹介したところ参

加者の大半から賛同が得られ、認識が共有さ

れた。

②　ルーブリック案に掲げた思考力、問題発

見・解決力、価値想像力などの能力をビデオ

試問にどのように組み込んでいくかが今後の

課題であることが認識された。

参加者からの事前アンケート結果（一部抜粋）



60 JUCE Journal 2020年度 No.2

3

事業活動報告

ICTを用いた分野横断型PBLの進め方ガイド
（その１）

１．ガイド作成に当たって
分野を越えて学生に考えさせる学びの場として、ネット上にプラットフォームを設け、自己学修とチー

ム学修を組み合わせた問題発見・解決型学修の進め方について、本協会の医療系分野での試行から得られ
た体験を踏まえ、導入段階としてのICTを用いたPBLの進め方ガイド（その１）を作成しましたので紹介
します。今後、授業での試行を重ね、思考力等の向上を目指したガイドを逐次紹介していく予定にしてい
ます。

２．分野横断型PBL授業とは
将来が予測できない時代には自らの力でもって考え、最善の解を見出す知の変革が求められています。

答えが定まらない問題を多面的に捉え、多分野の知識を統合して物事の本質を見極める意識をもって主体
的に行動し、協働で創造的知性を引き出すチーム学修が極めて重要です。

PBLとは、自ら持っている知識を活用して課題を見つけ出し、課題解決に向けての学修方法と自ら考え
出す力を養成する課題解決型学修で、問題・課題を提示して、知識の使い方を学生に考えさせることで、
自らの学修を作り出せるよう、チームによる対話学修をICTを用いたプラットフォーム上で行えることを
目指しています。

３．授業の概要
①　情報を複数の視点で注意深く論理的に分析する能力や態度（クリティカルシンキング）を身に付ける

ことを目標とし、ICTのプラットフォーム上で分野横断型授業を実施します。
②　持続可能な社会の課題（SDGs）、地域社会等の問題・課題を提示し、異なる分野の学生を対象にネッ

ト上でチーム（グループ）を構成します。
③　授業は、他の科目との時間調整を考えコンパクトにデザインすることをお薦めします。ネットオリエ

ンテーションと４回程度のネット授業、自己学修を組み合わせて行います。
④　授業の構成は、「問題・課題の提示」、「問題の発見と整理」、「学修課題の決定」、「課題解決と再整理」、
「解決策の説明・発表」と「振り返り」が必要です。

⑤　１回のネット授業は２時間程度とし、授業の間隔を最低１週間程度空けます。また、各グループにフ
ァシリテータ１名を配置することが重要です。

⑥　ネット授業の外で、学生間で自由に議論が進められるように、プラットフォームに学生用ネット会議
室を設けて利用できるようにします。また、ファシリテータの間でチーム間の進捗状況で気になる問題、
助言内容の確認などを調整するため、プラットフォームにファシリテータ用会議室を設ける必要があり
ます。

４．ネット上のプラットフォームのイメージ
以下の図は平成30年度に実施した医療系分野のICTを活用した分野横断型BL授業のネット上でのプラッ

トフォームのイメージです。
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【ICTを活用した分野横断型PBL授業のプラットフォームの例】

③　授業の流れ
③－１　問題・課題の提示、参考文献・資料の読解（ネット自己学修）

・　問題・課題は、各分野の学生が同じイメージをもって感情移入できるよ
うにビデオ教材を用いた方が効果的です。

・　また、ビデオ教材を使用しないで、参考文献や資料を提示する方法もあ
ります。

・　教員から問題・課題を提示せず、学生に問題・課題の設定を考えさせる
方法もあります。

【クリティカルシンキングの概念】

【課題提示 ビデオの場合】

５．授業の進め方
①　学生募集

・　面談（対面又はネット）
・　学修時間の調整
・　学生のICT環境とスキル確認

②　オリエンテーション
・　グループ面談　
・　PBL授業の目的と進め方

（ロジカルシンキングとクリティカルシンキングの違い）
・　役割分担（司会、初期、タイムキーパー）の決定
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③－２　問題の発見と整理（ネット自己学修）
・　問題・課題の課題提示、参考文献・資料をから何が重要であるかをワークシートに書き出させ、

重要な情報をホワイトボードにまとめ、プロブレムマップを用いて、問題を整理させます。
・　重要な情報や各自のプロブレムマップをホワイトボードでグループ共有させます。
※　ホワイトボード：Googleスライドの共同編集の機能を利用

③－３　問題の整理（ネットチーム学修）
・　チームでホワイトボードのプロブレムマップを用いて、問題を整理します。
・　プロブレムマップを作成することで、チームで情報を共有しながら問題を把握して整理しやすく

なります。
・　問題の全体像を把握するために、内容が類似（関連）している項目で問題点としての島を作り、

重要な情報同士の関連性や因果関係を考えながら、矢印や線を引き、島の名前を決めさせます。

【医療系分野のプロブレムマップのイメージ】

【医療系分野の学修項目決定のイメージ】

③－４　学修課題を決める（ネットグループ学修）
・　プロブレムマップ上で、問題を把握し、解決に向けた疑問を明記させて、解決に必要な学修課題

をチームで決定させます。
・　学修課題を決定する際は、それで疑問が解決するのか、具体的な学修内容になっているのかなど

の視点で考えさせます。
・　チームで学修すべき内容を決定し、自ら信頼できるリソースを用いて学び、学んだ内容を問題に

応用して、解決に向けた自己学修を行わせます。

③－５　問題解決（ネット自己学修）
・　チームで決定した学修項目を自己学修させ、各自に学修成果のサマリーと説明用ファイルを作成

させ、プラットフォーム上で共有させます。

③－６　問題解決の再整理（ネットグループ学修）
・　説明用ファイル、学修成果のサマリーを用いて、自己学修した学修成果の内容をチームで共有し、

問題の解決策を議論させ、解決策をまとめさせます。
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③－７　解決策の説明（ネットグループ学修）
・　チームでまとめた解決策を他のチームに説明し、意見を求めさせます。

③－８　解決策の振り返り（ネットグループ学修）
・　他のチームの意見を受けて、解決策を見直し、必要に応じて修正させます。

③－９　振り返りシートの作成（ネット自己学修）
・　チーム学修を経て、自己の解決策の有効性について振り返りを行わせるため、eポートフォリオ

を提出させます。

④　ファシリテータの役割
・　教育目標、評価とフィードバックについて、十分に理解した上での助言が重要です。
・　ネット上のチーム学修では、議論している内容について不足している視点、視野の拡大など適切な

助言や学生の考えを刺激する質問等を通じて、理解の促進を支援することが大切です。
・　自分自身で問題を解決できるように導く支援として、学生に安易に知識を伝授しないことが大事です。
・　毎回、振り返りと今後の改善点をチームで共有させることが必要です。
・　チームで司会、書記、タイムキーパーなどの役割分担とルールを明確化し、学修の時間管理を適切

に行わせます。
・　学生一人ひとりを見てくれているという信頼感を与える工夫が必要です。

⑤　ICT環境として必要なLMSなどの機能
・　学修情報をチーム全体、チームの学生個別に周知し、内容を記録しておく機能
・　授業回ごとに教材を集約するディレクトリ構造機能
・　PDF教材のダウンロード機能
・　ビデオ教材の配信機能
・　テレビ会議やGoogleスライドへのリンク機能
・　SNSなどによる学生間、学生と教員間のグループ機能、お知らせ機能
・　学生用ネット会議室、ファシリテータ用会議室の機能

※　基本的なLMSの機能とホワイトボード（Googleスライドの共同編集機能）などを利用します。
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開催日 開催地域・開催場所 参加校 内､非加盟 出席者数
2019年12月 3日 関西･中四国（近畿大学） 11校、2賛助会員 4校 34名

12月 6日 九州地域（九州産業大学） 10校 3校 31名
12月 9日 東北地域（東北学院大学） 5校 2校 21名
12月10日 北海道地域（北海学園大学） 3校 0校 52名
12月18日 東海地域（静岡産業大学） 4校 3校 41名

計 34校 12校 179名

事業活動報告

本協会では公益目的事業に対する理解の促進及び普及を図るため、関東を除く北海道地域、東北地域、中
部地域、中国・四国・関西地域、九州地域において、加盟大学の協力を得て会場を設営し、加盟・非加盟校
の大学を対象に無料で事業報告交流会を実施して事業改善に役立てています。

以下に、2019年（令和元年）度の実施状況の概要を報告します。

令和元年度 (2019年度）

地域別事業報告交流会の実施結果

4

※ 非加盟校の出席者数は１２大学で１２名（７％）
※　出席者の構成は、理事長１名、学長２名（２％）、教員３９名（２２％）、職員１３７名（７６％）　
※　アンケートの回答者は５７名（３０％）、内、教員２１名（３７％）、職員３５名（６１％）、賛助会員１名

（２％）

地域別事業活動報告交流会のプログラム（３時間）
開会

向殿会長の挨拶
会場校の挨拶

＜情報提供＞　
「社会と接点を持つ大学教育のイノベーションを考える」（井端事務局長）

＜テーマ別報告＞ 
向殿会長、井端事務局長で説明

１．　教育・学修方法の改善に向けた活動
・　分野連携アクティブ・ラーニング対話集会
・　分野横断フォーラム型授業（医療系・法政策・ビデオ試問）
・　社会で求められる情報活用能力育成のガイドライン
・　データサイエンス教育支援のプラットフォーム

２．　大学連携・産学連携による教育支援等の振興・推進活動
・　教育コンテンツの相互利用
・　改正著作権法に関する課題
・　産学連携人材ニーズ交流会
・　大学教員の企業現場研修
・　学生による社会スタディ

３．　情報環境の整備充実に向けた活動
・　情報化関係補助金予算の要望
・　情報環境整備計画調査
・　私立大学情報環境白書
・　私立大学情報化投資額調査

４．　教職員の職能開発の活動
・　教育改善研究発表会
・　教育イノベーション大会
・　短期大学教育改革ICT戦略会議
・　大学職員情報化研究講習会
・　大学情報セキュリティ研究講習会

出席者との意見交流
閉会
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アンケートの結果

（１）意見交流の主な内容
①　起業教育によるイノベーションの担い手の育成
②　ICTで学外有識者を交え意見交流するフォーラム型PBL授業の方法
③　AI教育に対する大学としての取り扱い
④　対面方式による｢社会スタディ｣の地方開催の可能性など

（２）事業活動に対する主な感想・意見
教員、職員とも多くの事業活動を展開しており、非常に参考になったとの感想が寄せられた。

その中で幾つかを紹介する。

【教員からの感想・意見】
※　社会スタディの地方開催、大学での教育活動報告や協会事業での試行をWeb上で公開して欲し

い。
※　各大学でのFD活動概要のリスト化と共有を行って欲しい。

【職員からの感想・意見】
※　直接、学生や教員に関るようなプログラムも開催されていることが分かり、説得力があった。
※　ICTの活用をどのように教育と結びつけていくのか、糸口になりそうです。
※　フォーラム型PBL授業は、大変参考になった。
※　スタートアップ（起業）学習について興味深かった。学生、教員との連携が重要と思われるが、

どのような進め方がよいものなのか考えさせられた。 
※　情報通信技術の活用方法のみならず、教育改善や社会で求められる情報活用能力についても

様々な視点からの調査、情報提供をいただきありがたい。各種大会、研修やオンデマンドコンテ
ンツなども活用させていただきたいと思う。

※　私立大学情報環境白書をよく読んでみようと思った。経営層に情報セキュリティの課題を経営
課題として捉えてもらうようにするにはどうすべきか、が今後の課題と考える。

（３）報告交流会の運営に関する要望・感想

【教員からの要望・感想】
※　非常に良かった。有益でしたが、修得すべき、修得したい内容が多すぎて復習したい。
※　もっと多くの人が参加してもらいたいと思います。

【職員からの要望・感想】
※　肉声でお伝えいただくことにより、熱気のようなものが感じられた、資料だけでは伝わらない

雰囲気に身を置けてよかった。これからも現場で手を動かす方からの話を聞かせてください。
※　とても考えさせられる内容だと思いました。
※　私立大学向けのバイブル、マニュアルのような資料を発信して欲しい。
※　各取組みについてもう少し掘り下げて説明があればありがたい。
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公益社団法人 私立大学情報教育協会
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http://www.juce.jp/kenshu/kisoko2020/

 
  

  
 

 
 

 
  

ICT
ICT ICT

 
ICT

 
 

.  
 

ICT  
ICT

 
 

 
 

 
 

 
Zoom  

URL  
 

 
 

FAX  
9 18  

Web http://www.juce.jp/kenshu/kisoko2020/ FAX 03-3261-5473 mail info@juce.jp 

 
 1 10,000  1 20,000  

 
10 2  

   
 

 k02  
9 30

9 30

 
 

 

開　催　要　項



67JUCE Journal 2020年度 No.2

募 集

9 30 Web

Zoom 2  
 

ICT
 

ICT
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
( )

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 



68 JUCE Journal 2020年度 No.2

募 集

 
 

ICT
 

 

Web  
 

 

ICT
A4 1 10 23  

kisoko2020@juce.jp 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１日目：１０月７日（水）
時間 内容（各情報提供は、説明15分、質疑５分）
10:00 開会挨拶

笠原　博徳　氏（早稲田大学副総長、運営委員会担当理事）
10:05 イントロダクション「大学改革に向けた職員の役割」

木村　増夫　氏（上智学院理事長補佐、運営委員会委員長）
10:15 「テレワークができる環境を構築した働き方改革」

原田　　章　氏（追手門学院大学副学長）
10:35 「テレワーク実践に向けた在宅勤務制度の構築と課題」

須田　誠一　氏（上智学院人事局長）
10:55 ＜休憩＞
11:05 「授業のオンライン化による教育改革と課題」

山本　敏幸　氏（関西大学教育推進部教育開発支援センター教授）
11:25 「意思決定を支援するデータ分析・可視化とレポーティング」

山本　幸一　氏（明治大学教学企画部教学企画事務室）
11:45 「サイバー攻撃のリスクとセキュリティ対策の基礎知識」

松坂　　志　氏（情報処理推進機構セキュリティ対策推進部標的型攻撃対策グループリーダー）
12:05 ＜休憩＞
13:05 グループ討議の進め方

中本　一康　氏（北海学園大学システム開発室長、運営委員会副委員長）
13:15 グループ討議(適宜休憩）

【ステップ１】「情報提供の振り返り」
【ステップ２】「課題の洗い出し」
【ステップ３】「課題解決アイデア出し」
【ステップ４】「解決策構想のまとめと実現に向けた問題点・対応策」
構想のメール提出

17:00 ＜終了＞

２日目：１０月８日（木）
時間 内容（発表は、説明５分、質疑５分、委員コメント５分）
10:00 各グループ構想の確認とコメントの記述
11:00 グループ討議

【ステップ５】「解決策構想の見直し」
12:00 ＜休憩＞
13:00 【ステップ６】「解決策構想の完成」
14:15 発表：１グループ
14:30 発表：２グループ
14:45 発表：３グループ
15:00 発表：４グループ
15:15 ＜休憩＞
15:30 発表：５グループ
15:45 発表：６グループ
16:00 発表：７グループ
16:15 発表：８グループ
16:30 総括
17:00 ＜終了＞

スケジュール
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教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

コンテンツ相互利用の仕組みと特徴

○　学内外でインターネットを通じて、授業用から教育方法の事例まで幅広いコンテンツを閲覧・利用で

きます。

○　登録されたコンテンツの利用履歴がフィードバックされるので、教育業績の基礎資料に活用できます。

○　相互利用システムを利用することで、著作権処理の手続きを省略することができます。

○　コンテンツは例えば以下を対象としています。

講義スライド／講義ノート／練習・演習問題／図表／シミュレーションソフト／プログラムソフト、実

験・実習の映像／ＩＣＴを活用した教育事例　等

○　コンテンツの利用は、システムを通じてコンテンツの検索・申込手続きを行い、ファイルを利用者の

ＰＣにダウンロードします。

コンテンツの登録は、コンテンツの提供者がファイルとコンテンツ情報をシステムに登録します。

参加対象

国公私立大学・短期大学および所属の教職員

費用

コンテンツの相互利用に伴う費用

（システム利用料）は無料です。

システムの利用方法

※コンテンツの利用・登録は、学内で

の利用者登録によりＩＤ、パスワー

ドを得てからとなります。

※未参加校による利用者登録方法は次

ページをご覧下さい。

※既に事業に参加しており、利用者登

録方法がわからない場合などは下記

へ問い合わせ下さい。

※教職員個人での参加も可能です。

詳細情報

Webサイトをご覧願います。　　http://sougo.juce.jp/business/index.html

問い合わせ

公益社団法人私立大学情報教育協会　事務局　　TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473
E-mail：info@juce.jp

電子著作物相互利用事業
相互利用システムトップ画面

募 集

公益社団法人 私立大学情報教育協会

電 子 著 作 物 相 互 利 用 事 業
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教育コンテンツ相互利用システムの利用方法（大学での参加の場合）

本ご案内は、未参加の国公私立大学・短期大学へ令和元年10月29日に学長先生宛で郵送しています。

１．コンテンツ利用者の登録

①　システムトップ画面（http://sougo.juce.jp/）にあるログインボタン（図の枠線部分）をクリックし、

大学管理者用のＩＤ・パスワードを入力して

下さい。

ＩＤ・パスワードは、事業案内の公文書

（公社私情協発第93号、令和元年10月29日付）

に記載しております。

ご不明の場合は、前ページの問い合わせ先へ

ご連絡願います。

②　表示された「利用者登録」画面に利用者情

報を入力し、利用者の登録を行って下さい。

＊コンテンツの利用する場合は、「著作物の

利用権限」項目にある「利用可能」ボタン

にチェックを入れて下さい（図の枠線Ａ）。

＊コンテンツの登録もできるようにする場合

は、「著作物の登録権限」項目

にある「登録可能」ボタンに

チェックを入れて下さい（図

の枠線Ｂ）。

③　入力後に「登録内容確認」ボ

タンを押し内容を確認後、「登録」　

ボタンを押して完了です。

④　CSVのテンプレートを利用し

た一括登録機能により、複数名

を一括で登録することも可能で

す（図の枠線Ｃ）。

⑤　利用方法の詳細は、画面の

HELPボタンからご覧いただく

かマニュアル等をご覧下さい。

マニュアル等関連資料　

http://sougo.juce.jp/documents.html

２．事業参加申込書、管理者届け出用紙の送付

下記サイトよりダウンロードし、必要事項を記入（申込用紙には捺印）の上、下記まで郵送下さい。

参加申込書　　　　（Word形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.doc

（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.pdf

管理者届け出用紙　（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.pdf

（Excel形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.xls

郵送先　　　　　　〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F

公益社団法人私立大学情報教育協会事務局

C

A

B
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学生収容定員
視聴コンテンツ

2019年度分のみ 30年度分のみ 29年度のみ 2019年度と30年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

33,000円

44,000円

55,000円

3,300円 ０円

4,400円 ０円

5,500円 ０円

36,300円

48,400円

60,500円

視聴コンテンツ

2019年度分のみ 30年度分のみ 29年度のみ 2019年度と30年度

44,000円 4,400円 ０円 48,400円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会です。

●コンテンツ数
2019年度 ：152件

平成30年度：122件

平成29年度：129件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2019年12月１日〜2020年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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オンデマンドの画面イメージ      

【イベント別インデックス】

【カテゴリー別

インデックス】

【カテゴリー別インデックス】

【コンテンツ例】

募 集
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フォーティネットジャパン株式会社

賛助会員だより

BYODの推進に伴う「ゼロトラスト」
ネットワークアクセスをFortiNACによる

可視化とネットワークセキュリティの強化で実現
～国立大学法人　北海道大学への導入～

導入・構築のポイント
� BYODの推進に伴い、エージェントレスの

FortiNACでゼロトラストネットワークの考え

方を実現

� ICカードによるユーザー認証に加えて、デバ

イスの種類やセキュリティ対策状況を可視化

� 既存セキュリティ機器との連携で、インシデ

ント発生時の初動を自動化

� ディレクトリサーバとの連携で、手作業に頼

らざるを得なかった利用者およびデバイスの特

定を効率化

北海道大学は、フロンティア精神を掲げた札幌

農学校の設立から数えて創基150周年を見据えた

近未来戦略を立て、学習管理システム（Learning

Management System：LMS）を活用したオンライ

ン学習をはじめ、ICTを活用した教育を大規模に

導入しつつある。情報環境推進本部と情報基盤セ

ンターが連携してアカデミッククラウドやシング

ルサインオン環境の整備といった基盤を担う一

方、オープン教育リソース（OER）を活用した教

育面はオープンエデュケーションセンターが推進

してきた。

この体制の下で北海道大学は、教育用計算シス

テムの更新を定期的に実施してきた。５年前のシ

ステム更新時には、大学内の無線LAN環境を整備

し、それ以前はキャンパス内の限られた場所に数

十台程度であった無線LANアクセスポイントをキ

ャンパス全体に拡充し430台以上に増強した。新

入生は学部別に進路が分かれる前に「全学教育」

を受けるが、それを実施する高等教育推進機構の

建屋を中心に無線LAN環境を整備し、大学側が用

意する端末だけでなく、学生や教員が個人の端末

（BYOD）を持ち込んで円滑に学習を進められる

ようにした。

「学生が自分の端末を持ち込み、教員と学生、

学生同士がコラボレーションしたり、インタラク

ティブに学べるアクティブラーニング環境を通し

た教育の高度化を目的に、BYODを推進してきま

した」（北海道大学　情報基盤センター准教授・

高等教育推進機構オープンエデュケーションセン

ター副センター長、重田勝介氏）。学生証や職員

証をICカード化し、自分のIDで認証を行えばどこ

からでもLMSにアクセスし、オンライン学習を行

える環境も整備してきた。

■パーソナライズされた学習を目的に無線
LAN環境を整備しBYODを広く導入
2020年３月に更新した新教育用計算システムは、

米国のIT教育推進団体が提唱する「Next Generation

Digital Learning Environment」（NGDLE）という考

え方に基づいて構築されている。

「新システムの目的の１つが、BYODやオープ

ン教育リソースの活用による多様な個別学習に向

けたパーソナライズド学習への対応です。このた

め全学的にBYODに対応した無線LANネットワー

クを整備して高い通信品質を実現するだけでな

く、セキュリティの側面からも質の高いものを用

意する必要がありました」（重田氏）

北海道大学ではそれ以前から複数の境界型セキ

ュリティを実装する他、ICカードを組み合わせた

強固な本人認証を行ってきた。だがBYODの普及

に伴って、根本的に考え方を変える必要性を感じ

たという。

「北海道大学内のネットワークには学生や教員

が持ち込むデバイスが月に約３万台接続されてい

ますが、端末レベルでは制限していません。パッ

チの当たってないOSや古いOSを搭載したPC、タ

ブレット端末やスマートフォンでも、与えられた

IDとパスワードを入力すればネットワークが使え

ます。そういった古い端末が学内ネットワークの

セキュリティホールになるのではないかという懸

念がありました」（重田氏）

グローバル化も柱の１つとする北海道大学には

多くの留学生が在籍するが、海外からの学生が持

ち込む端末に不正なソフトウェアが潜んでいるリ

スクも考えなくてはならなかった。端末にウイル

ス対策ソフトウェアを導入できる環境も整えてい

たが、私物であるBYODの端末すべてにインスト

ールを強制するわけにもいかず、セキュリティレ

ベルを一律に維持するのは難しかったという。
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末はさらに増えてくると予想しています。その時

に端末のセキュリティ状況を把握し、パッチが当

たっていない場合は何らかの対応を学生に求める

といったことが、FortiNACを活用して容易にで

きると期待しています」と重田氏は述べる。他に

も、授業には無関係なゲーム機などの端末を検出

したり、トラフィックや通信状況をモニタリング

して無線LANアクセスポイントの適正配置や再調

整につなげるなど、さまざまな可能性に期待して

いるという。

北海道という土地は多様な人々を受け入れてき

た。北海道大学も同様だ。「学会に参加したり、

研究生として半年だけ滞在したりといった具合

に、大学とは常に人が入っては出ていく場所であ

り、それが良いところでもあります。だとすれば、

そこに持ち込まれる端末をガチガチに縛ることは

できないでしょう。大学という場所に応じたネッ

トワークセキュリティレベルの確保の仕方を考え

ると、ゼロトラストネットワークの考え方が非常

に有効だと思います」（重田氏）

FortiNACを利用してそのコンセプトを実現し

た北海道大学では、今後もインシデントを防ぎつ

つ、多くのユーザーが安全かつ快適に利用できる

ネットワーク環境を実現していく。

（本文は、2020年５月に取材した内容をもとに作成

しています。）

■「学内の端末は信頼できる」という前提は
通用しない、ゼロトラストへの転換を

BYODを推進する中、「学内にいる端末はすべ

て信頼できる」という前提には問題があるのでは

ないか。ゼロトラストの考え方を取り入れる必要

があるのではないか――それが、フォーティネッ

トのFortiNAC導入に至る大きなきっかけだった。

しかも、サイバーセキュリティに対する関心は

以前とは比較にならないほど高まっており、大学

に向けられる目は厳しさを増している。「大学全

体のセキュリティレベルを下げるようなことにな

らないよう、接続端末を監視しておかなければな

らないという問題意識がありました」と重田氏は

述べた。

こうして、新教育用計算システムの一環として、

端末のセキュリティレベルを把握できる仕組みを

検討した結果、採用したのがFortiNACだった。

端末個々にエージェントを導入する必要がなく、

ネットワーク側でBYODの可視化と制御が行える

ことがポイントだった。

■FortiNACで端末の状況を可視化し、ユー
ザー特定までの時間と手間を大幅削減
北海道大学では2019年夏からFortiNACの導入

を進め、本格運用の前にPoCを実施。するとやはり、

古いOSを搭載したPCやタブレット端末が多数あ

ることが判明した。「FortiNACによって、モニタ

ーのレベルが上がり、内容も充実しました。トラ

フィックだけでなく、OSの種類や端末がどうい

う状況にあるのかといった事柄を可視化し、把握

できるようになりました」と重田氏は評価する。

もう１つの大きなメリットは、リスクのある端

末の特定を、負荷をかけずにスピーディに行える

ようになったことだ。インシデント防止には適切

な指導をし、脅威の芽が小さいうちに摘み取るこ

とが重要だが、以前は利用者特定までの所要時間

の短縮が課題となっていた。

「これまでは何か問題を検知すると、まず端末

のIPアドレスを調べてログと照らし合わせ、その

時に使っていた学生のIDを調べて利用者を特定し

ていました。情報系の担当者と教育系の担当者が

電話でやりとりしながら調査するため、特定まで

にかなりの時間を要していました。FortiNACと

認証サーバのLDAPが連携することによって、ど

のユーザーが疑わしいか即座にわかるようになり

ましたし、どちらの担当者の負担も軽減されまし

た」（重田氏）

折悪しく、新型コロナウイルス（COVID-19）

の拡大にともない、北海道大学はキャンパスを閉

鎖し、LMSを活用したオンライン授業を展開して

いる。「今後はその延長で、BYODでつながる端

賛助会員だより

問い合わせ先
フォーティネットジャパン株式会社

パブリックソリューションビジネス本部

E-mail：universities_jp@fortinet.com

URL：https://www.fortinet.com/jp

北海道大学

情報基盤センター准教授

高等教育推進機構オープンエデュケーシ

ョンセンター副センター長

重田　勝介氏
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
本質を見極める意識をもって行動するICTを駆使したPBL授

業の進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作り、ビデオ
試問によるPBLの点検・評価・助言モデル構想を研究し、オー
プンに教員有志による対話集会を開催し、理解の促進を図ること
にしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理する「私立大学情報環境基本調査」
を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学修成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②社会で求められる情報活用能力育成教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」を基盤に、健全な情報
社会を構築するための知識・態度とIoT、モデル化、シミュ
レーション、データサイエンス、AI、プログラミング等を活
用する統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス・AI教育の
研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みを研究しています。また、データサイエンス・AI教育の取
組み情報を収集し、本協会のプラットフォームにて公表して
います。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織

正会員は180法人（197大学、52短期大学）となっており、賛助
会員59社が加盟しています（会員数は2020年４月１日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
活用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて改正著作権法の施行に向けて理解の促進を働きか
けています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「学生による社会スタディ」を実施していま
す。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

戦略の提案と「地域貢献支援活動コンソーシアム」による授業
モデルの研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）地域別事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）IR等を支援する拠点校、クラウド活用を支援する国立情報学研究所

と必要に応じて連携するとともに「日本オープンオンライン教育推
進協議会（JMOOC）を支援

４）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応
５）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理

者会議の開催
６）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド

の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
180法人（197大学　52短期大学）

（2020年12月１日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

谷川　健（経営情報学部長）

千葉工業大学

小宮　一仁（学事顧問）

中央学院大学

市川　仁（学長）

東北学院大学

杉浦　茂樹（情報処理センター長）

東北工業大学

佐藤　篤（情報サービスセンター長）

帝京平成大学

礒部　大（教育開発・学修支援機構ICT活用教育部会准教授）

東京歯科大学

井出　吉信（理事長・学長）

東北福祉大学

千葉　公慈（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

東洋学園大学

鵜瀞 恵子（共用教育研究施設長）

青山学院大学・青山学院女子短期大学

宋　少秋（情報メディアセンター所長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

山倉　健嗣（総合情報センター所長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学アドミニストレーション研究科教授）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

学習院大学・学習院女子大学

山本　政人（副学長）

共立女子大学・共立女子短期大学

福田　收（情報センター長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養短期大学

香川　明夫（理事長・学長）

慶應義塾大学

中村　修（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学

大日向　雅美（学長）

駿河台大学

狐塚　賢一郎（メディアセンター長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

工学院大学

馬場　健一（情報科学研究教育センター所長）

国際基督教大学

小瀬　博之（学修・教育センター長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部長、教務部長）

駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

椎原　伸博（情報センター長）

文教大学

佐久間　拓也（湘南情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

江戸川大学

波多野　和彦（情報化推進委員会委員長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

上智大学・上智大学短期大学部

長嶋　利夫（情報システム室長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（社会福祉学科長）

昭和女子大学

小原　奈津子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）
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成蹊大学

富谷　光良（高等教育開発・支援センター所長）

専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

武蔵大学

荻野　紫穂（情報・メディア教育センター長）

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

白井　康之（学園総合情報センター所長）

武蔵野大学

上林　憲行（MUSICセンター長）

武蔵野美術大学

長澤　忠徳（学長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

川名　明夫（学長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

斉藤　都美（情報センター長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

中央大学

平野　廣和（副学長、情報環境整備センター所長）

立教大学

木村　忠正（メディアセンター長）

立正大学

小林　幹（情報環境基盤センター長）

津田塾大学

新田　善久（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

早稲田大学

笠原　博徳（副総長）

神奈川大学

日野　晶也（常務理事）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学

中嶋　卓雄（学長補佐、情報教育センター所長）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

富樫　慎治（学園事務部管財課長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

保坂　克二（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長、コンピュータサイエンス学部教授）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（経営学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

東京女子大学

加藤　由花（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

フェリス女学院大学

春木　良且（情報センター長）

新潟薬科大学

下條　文武（学長代行）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

山西　輝也（情報メディアセンター長）

東京農業大学・東京情報大学

髙橋　新平（コンピュータセンター長）

東京未来大学

横地　早和子（情報教育センター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

橘高　宏（情報基盤センター次長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

長野　正（理事長・学長）

東京理科大学

兵庫　明（理事、理工学部教授）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡産業大学

鷲崎　早雄（学長）

東洋大学

村田　奈々子（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

日本大学・日本大学短期大学部

本橋　重康（副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

引田　弘道（学長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）
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愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

愛知淑徳大学

伊藤　真理（情報教育センター長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

森岡　真史（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

白石　克孝（副学長、総合情報化機構長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

岡崎女子大学

鈴木　伸一（法人事務局長）

大阪医科大学・大阪薬科大学

濱田　松治（情報企画管理部長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

金城学院大学

岩崎　公弥子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（システム担当理事）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

竹内　義則（情報センター長）

大阪歯科大学

辻林　徹（教育情報センター所長）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

大阪女学院大学

小松　泰信（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

肥田　明子（リハビリテーション学部教授・学術情報センター長）

追手門学院大学

湯浅　俊彦（図書館・情報メディア部長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

皇學館大学

齋藤　平（教育開発センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

浦山　あゆみ（研究・国際交流担当副学長）

阪南大学

加藤　清孝（副学長、情報センター長）

桃山学院大学

石田　あゆう（情報センター長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

由井　紀久子（副学長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

大手前大学・大手前短期大学

森本　雅博（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（学長補佐）

京都産業大学

中井　透（副学長）

京都女子大学

表　真美（教務部長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

京都橘大学

松井　元秀（総務部長）

京都ノートルダム女子大学

萩原　暢子（図書館情報センター館長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（CIO補佐、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

神戸親和女子大学

中植　正剛（学習教育総合センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

流通科学大学

藤井　啓吾（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

第一薬科大学

櫻田　司（副学長）

帝塚山大学

向井　篤弘（副学長）

奈良学園大学

根岸　章（人間教育学部教授）

筑紫女学園大学

荒巻　龍也（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

末次　正（CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　美也子（理事長・総長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

利光　和彦（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

吉田　尚史（情報教育センター長）

就実大学・就実短期大学

増田　和文（情報センター長）

ノートルダム清心女子大学

原田　豊己（学長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長、情報学部教授）

熊本学園大学

川田　亮一（ｅキャンパスセンター長）

広島工業大学

土井　章充（情報システムメディアセンター長）

広島女学院大学

下岡　里英（総合学生支援センター長）

崇城大学

坂井　栄治（総合情報センター長代行）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（経営学部教授）

鹿児島国際大学

表　正幸（情報処理センター所長）

九州産業大学・九州産業大学造形短期大学部

田中　康一郎（総合情報基盤センター所長）

戸板女子短期大学

小林　千春（学長）
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